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Ｊ　　Ａ　　綱　　領

－わたしたちＪＡのめざすもの－

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・
原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。
そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の革新を
はかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民
主的で公正な社会の実現に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織
としての社会的役割を誠実に果たします。

わたしたちは、
１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。
１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域

社会を築こう。
１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。
１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を

高めよう。
１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。
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第１号議案
【報告事項】
　令和４年度貸借対照表、損益計算書、注記表及び附属明細書の内容
　並びに会計監査人の監査報告及び監事の監査報告について

　　　　　別記のとおりご報告いたします。
【決議事項】
　令和４年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第２号議案
　定款等の一部変更について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第３号議案
　令和５年度事業計画の設定について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第４号議案
　令和５年度理事及び監事の報酬について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第５号議案
　一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所からの脱退について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第６号議案
　一般社団法人ジェイエイバンク支援協会からの脱退について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

総代会提出議案



３

はが野農業協同組合

代表理事組合長　　国府田　厚　志

代表理事専務　　小　瀬　秀　二

常　務　理　事　　上　野　　　勉

常　務　理　事　　金　田　寿　夫

理　　　　　事　　菅山　　学

理　　　　　事　　小林　功一

理　　　　　事　　渡辺　　栄

理　　　　　事　　小林　由明

理　　　　　事　　松本　佳規

理　　　　　事　　細島　鉄夫

理　　　　　事　　廣瀬　　均

理　　　　　事　　高橋　真一

理　　　　　事　　添野　勝則

理　　　　　事　　飯山　克則

理　　　　　事　　新山　　文

理　　　　　事　　鈴木　　保

理　　　　　事　　中山　達美

理　　　　　事　　田中　淳哉

理　　　　　事　　床井　　剛

理　　　　　事　　大坪　　崇

理　　　　　事　　小幡　　隆

理　　　　　事　　浅羽　昌徳

理　　　　　事　　小塙　誠一

理　　　　　事　　薄根　定男

理　　　　　事　　小池　俊男

理　　　　　事　　荒井　俊和

理　　　　　事　　小林　幸一

理　　　　　事　　小林　英雄

理　　　　　事　　光菅　静子

理　　　　　事　　谷口　和美

理　　　　　事　　渡邉　京子

以上のとおり提出いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年５月２６日
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組合長あいさつ

　本日ここに第２６回通常総代会を開催するにあたり、日頃皆様から寄
せられておりますご指導とご支援に対し、厚く御礼申し上げます。
　さて、令和４年度は、新型コロナウイルス感染症が収束しない中、
ロシアのウクライナ侵攻に端を発する資材・原油など多くの分野での
価格高騰により、国民生活に大きな影響が及んでいます。さらに、ア
メリカでは記録的なインフレを抑え込むため急速な利上げを行う一方、
日本においては長期金利の抑制を続けたため、円安が進行しましたが、
その後は状況が一転し、日銀が長期金利の上限引き上げを容認したた

め、債券価格の下落を招いております。
　農業分野においては、組合員の皆様の協力をいただき米の作付転換を進めた結果、米価は回
復傾向となり、園芸部門における価格も同様に回復傾向となっております。一方、価格の高騰
は肥料・飼料をはじめ農業分野にも波及し、農業経営を圧迫することとなりました。ＪＡはが
野ではこの事態に対し、価格を抑えての商品提供・生産資材高騰対策経営支援資金をご用意し
たほか、国による肥料高騰対策事業の申請受付をお手伝いするなど農業経営の支援にあたりま
した。
　こうしたＪＡを取り巻く情勢から、令和４年度のＪＡ経営は苦しい状況下での事業展開とな
りましたが、事業利益は１億２百万円、当期剰余金２億７０百万円を確保することができました。
これもひとえに組合員・地域の皆様方のご支援・ご協力の賜物と厚くお礼申し上げます。
　さて、現在、ウクライナ侵攻による食料の安定供給リスクの高まりとともに、食料品などの
値上げが続き、食料安全保障への関心が高まっております。このような中、「食料・農業・農村
基本法」の見直しが進められておりますが、これは我が国の農業政策の将来を方向付ける極め
て重要なものと認識しております。
　こうした情勢を踏まえ、「持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画」の２年度
目にあたり、３か年計画のメインテーマである『農業者の所得増大』『農業生産の拡大』『地域
の活性化』の３つの基本目標を踏まえ、令和５年度事業計画を策定致しました。
　農業をめぐる情勢は厳しさと不透明さを増しておりますが、産地の農業生産を維持・拡大さ
せるため、新規就農者の確保対策や、農業生産の規模拡大対策等に努めるとともに、総合事業
を営む農業協同組合として、組合員・地域のために継続して機能発揮できるよう、持続可能な
経営基盤の確立・強化に引き続き取り組んでまいります。
　結びに、食と農を基軸とし地域に根ざした協同組合として相互扶助の理念に基づき、組合員
や地域の皆様にとってなくてはならない存在であり続けるため、引き続き自己改革を進めてま
いりますので、今後とも、皆様のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げ、挨拶と致し
ます。

令和５年５月２６日

はが野農業協同組合

代表理事組合長　国府田　厚　志
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Ⅰ 事 業 報 告
令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで

１．組合の事業活動の概況に関する事項
（１）事業の概況

　令和４年５月の通常総代会で承認をいただいた３か年計画及び事業計画に基づいて、「持続可
能な農業・地域共生の未来をめざして」を目標に、①農業者の所得増大・農業生産の拡大、②
豊かで暮らしやすい地域社会の実現、③健全な経営・財務基盤の強化等を柱として事業に取り組
み、組合員・地域住民の皆様の理解醸成（訪問活動や広報活動）を進めてまいりました。
　米の計画的生産は、「作付参考値（面積）」を県・各市町再生協議会が示し、「需要に応じた生
産」に取り組み、当ＪＡ管内では作付参考値６,４０９ヘクタールに対し、実績７,３１６ヘクタールでし
た。
　また、内部統制システム基本方針に基づき、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用
者の皆様に安心して組合をご利用いただくために、適切な内部統制の構築・運用に努めました。
　アクティブ・メンバーシップ（ＪＡ事業・活動への積極的な参加）の強化を目的に、支店別
組合員懇談会等を通じて組合員の要望や意見を聞く等、常勤役員や職員が組合員との対話を進
めています。また、くらしの活動については、コロナ渦のため縮小しての活動となりましたが、
未来ちゃんクラブや趣味の会など年間３４３回３,２６３名の参加をいただきました。
　こうした活動については、積極的にトップ広報（常勤役員による）等に取り組むとともに、
ホームページや広報誌を通じ、組織内外に情報を発信しました。
　この結果、収支面では事業利益は１億２百万円（対前年比５４％）、経常利益は４億７百万円
（同８０％）、当期剰余金は２億７０百万円を計上することができました。
　自己資本比率（剰余金処分後）は、自己資本の増強（内部留保の充実）に取り組み、農林水
産省令の基準を大きく上回る１９.７４％となり、経営の健全性を確保しています。
　なお、主な事業活動と成果については、以下のとおりです。

①　販売事業
＜耕種＞
　米の作況は９７の「やや不良」となりました。取扱高については、令和３年産米のＪＡ全農
とちぎによる一括買い入れが実施されましたが、価格の低迷と飼料用米への作付転換により
対前年比で７億９４百万円減少し、３８億９０百万円になりました。また、麦の取扱高は、対前年比
で１８百万円減少し、２億２３百万円になりました。
＜園芸＞
　園芸は、新型コロナウイルスの影響もありましたが、直販率を伸ばしたことで、対前年比で
７億６１百万円増加し、１９９億９２百万円になりました。
＜畜産＞
　畜産物は、肉牛・仔牛の出荷頭数のずれ込みにより、対前年比で２３百万円減少し、２億４２
百万円になりました。
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●事業報告●

②　購買事業
＜生産資材＞
　生産資材については、飼料の新規取り扱いの増加及び施設資材の供給の増加により、対前
年比で３億６９百万円増加し、４４億２百万円となりました。
＜生活物資＞
　生活物資については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から耐久財等の訪問推進
を縮小したことにより、供給高が対前年比で６百万円減少し、１１億９４百円となりました。

③　担い手等組合員訪問活動
　自己改革の柱として、担い手等組合員との徹底した話し合いを進めました。組合への理解
をお願いするとともに、組合員の生の声を組合運営に反映すべく、１６１戸の訪問を行いました。

④　信用事業
　資産形成や運用のニーズに対し、投資信託を含めて最適な金融商品・サービスの提供に努め
ました。また、貯金残高は、公金受入額等の増加により、対前年比で１２億円増加し、１,９３０億
円となりました。
　貸出金については、住宅資金や農業資金、公共資金の獲得に努め、対前年比で１２億円増加し、
３８２億円となりました。

⑤　共済事業
　３Ｑ（※）訪問活動を軸とし、全契約者・組合員への保障の請求漏れやご家族におかわり
がないか、確認・点検に取り組んでまいりましたが、組合員の減少に伴い、保有件数が減少
しております。
※３Ｑ＝３つのクエスチョン
「最近、ご家族のみなさまにはおかわりはありませんか？」
「最近、ご自身やご家族の保障について気になったことはありませんか？」
「現在ご加入の保障内容で、ご不明・ご心配なことはありませんか？」
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（２）事業の経過およびその成果

３月２日・共済事業進発大会
　　７日・地区別総代会議（～８日）
　　１１日・芳賀町との「災害時における物資の保

管等に関する協定」締結
　　１６日・各市町教育委員会へよい食ランチョン

マット、教材本贈呈
　　２３日・会計監査人期末監査Ⅰ（～２５日）
　　２５日・採種部会総会
　　２６日・第２５回女性会通常総会
　　２９日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

４月４日・監事監査（期末監査）（～２７日）
　　６日・監事監査（現金監査）（～１３日）
　　８日・外国人技能実習生歓迎式
　　９日・「未来ちゃん貸農園」開園式
　　１１日・青壮年部通常総会
　　１４日・フォークリフト安全講習会
　　１５日・会計監査人期末監査Ⅱ（～２０日）
　　２２日・春ブロッコリー目合わせ会
　　〃　・信用事業進発大会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

芳賀町との「災害時における物資の保管に関する協定」締結

第２４回女性会フェスティバル

５月２日・市貝支店・市貝地区営農センター竣工式
　　１６日・トマト部会全体会議
　　１８日・タカミ・クインシーメロン目揃会
　　〃　・よい食プロジェクト街頭宣伝活動
　　２０日・定例理事会
　　〃　・にら定植・農薬安全使用講習会
　　２４日・第２５回通常総代会
　　〃　・臨時理事会
　　〃　・臨時監事会
　　２８日・男前クラブ開講式

７月１日・ＪＡスマホ教室
　　７日・ジュエリー展オープニングセレモニー
　　〃　・秋ブロッコリー栽培講習会
　　１１日・随時監査（～８月４日）
　　〃　・にら夏期管理講習会
　　１６日・パワフルアグリフェア（～１７日）
　　２０日・資産管理無料相談会
　　２６日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２７日・アスパラガス栽培講習会
　　２８日・いちご部会反省会・総会

８月１日・第１回総務担当理事会
　　〃　・第１回営農経済福祉担当理事会
　　２日・第１回金融共済担当理事会
　　５日・梨部会幸水目揃会
　　２６日・トマト部会反省検討会・通常総会
　　２７日・第２４回女性会フェスティバル
　　２９日・上期全監事研修会
　　〃　・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　３１日・監事監査（現金監査・棚卸監査）

６月３日・年金受給者友の会総会
　　６日・夏にら統一目揃会
　　７日・夏秋なす統一目揃会
　　１５日・外国人技能実習生受入れ協議会総会
　　１６日・夏秋なす第２回現地検討会
　　１７日・梨部会ハウス梨幸水目揃え会
　　１８日・資産形成・運用セミナー
　　２３日・准組合員モニター意見交換会
　　　　　（～２４日）
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
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茂木町との「災害時における物資の保管等に関する協定」締結

組合員との対話活動

１１月２日・とちおとめ第１回統一目揃会
　　〃　・スカイベリー目揃会
　　３日・ＪＡまつり（茂木地区）
　　６日・ＪＡまつり（芳賀地区）
　　８日・越冬・冬春トマト統一目揃会
　　１５日・春菊部会統一目揃会
　　１８日・冬にら統一目揃会
　　１９日・ＪＡまつり（益子地区）
　　２５日・レタス現地検討会
　　２８日・定例理事会
　　３０日・女性会との意見交換会

９月５日・レタス部会農薬安全使用講習会及び栽
培講習会

　　６日・令和４年産米検査開始
　　８日・アスパラガス現地検討会
　　１２日・下期共済事業進発大会
　　２２日・共済事業ロールプレイング大会
　　〃　・県常例検査（現物検査）
　　２７日・梨部会にっこり統一目揃会
　　２７日・定例理事会
　　３０日・監事監査（期中監査）（～１０月２７日）

１０月４日・監事監査（現金監査）（～１１日）
　　５日・第２２回組合員ふれあいゴルフコンペ
　　１７日・組合員との対話活動
　　１８日・会計監査人期中監査Ⅰ（～２５日）
　　〃　・支店別組合員懇談会（１９・２１・２６日）
　　〃　・促成長なす第１回現地検討会
　　２０日・芳賀地区たまねぎ現地検討会
　　２４日・秋ブロッコリー統一目合わせ会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２８日・令和５年度事業計画樹立キックオフ大会

１２月７日・県常例検査概要徴収
　　〃　・県常例検査（～２７日）
　　〃　・たまねぎセミナー
　　９日・レタス部会統一目揃会
　　１３日・「いちご守り隊」出陣式
　　１４日・ＪＡはだのとの交流会
　　１６日・なす部会反省会・総会
　　２０日・会計監査人期中監査Ⅱ（～２２日）
　　２２日・とちおとめ「チェリーベリー」目揃会
　　２７日・定例理事会

２月１日・第２回総務担当理事会
　　〃　・第２回営農経済福祉担当理事会
　　２日・会計監査人期中監査Ⅲ（～７日）
　　８日・第２回金融共済担当理事会
　　〃　・アスパラガス部会反省検討会・総会
　　１４日・こんにゃく部会反省検討会・総会
　　２０日・茂木町との「災害時における物資の保

管等に関する協定」締結
　　２４日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２８日・監事監査（現金監査・棚卸監査）
　　〃　・会計監査人監査（棚卸立会・現金実査）

１月２日・すとろべりーフォトコンテスト２０２３応募開始
　　１０日・教育委員会へいちご贈呈
　　〃　・いちご部会が学校給食でいちごプレゼ

ント（管内小中学校）
　　１５日・男前クラブ味噌づくり・閉講式
　　〃　・女性リーダー研修会
　　１７日・大規模災害統一訓練（ＢＣＰ訓練）
　　１８日・「みんなのよい食プロジェクト」県下統

一行動
　　２１日・女性大学みそ造り・閉講式
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
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①　耕種
・国の指導に沿った放射性物質モニタリング検査の継続と、農産物の生産履歴・ＧＡＰシートの記
帳運動により、安全・安心な農産物の生産指導と情報開示に努めました。
・主食用米の在庫を減らし米価安定のため、飼料用米等への作付転換を図り、計画的生産の実施に
取り組みました。
・水稲、麦、大豆などの栽培講習会等を開催し、品質向上対策やコスト低減の商品などの推進に努
めました。

営　 農　 活　 動

民間検査数量全体集荷数量品　　種
２１６,６７１.０２１６,００３.０コ シ ヒ カ リ
８,９４３.５８,９４３.５あ さ ひ の 夢
４０６.０４０６.０な す ひ か り

６３,２６４.５６３,１９８.０と ち ぎ の 星
７２５.０６４３.０そ の 他
２６２.５１３８.５水 も ち
２８.０２８.０陸 も ち

８,２５０.０８,２５０.０水稲種子もみ（コシヒカリ）
２９８,５５０.５２９７,６１０.０合　　計

<令和４年産米集荷量> （単位：俵/６０kg・種子もみについては袋/２０kg）

※カントリーエレベーター品位認定の数量を含む。

①　令和４年３月１１日に芳賀町、令和５年２月２０日に茂木町と、災害時の救援物資の保管等の効率を
図るよう、「災害時における物資の保管等に関する協定」を締結しました。この締結により、災害
時の施設利用に関する協定の締結は、管内すべての市町となりました。

②　令和４年から、農業体験等を通じ、農業や国産農畜産物への理解や、ＪＡとの関係強化を目的に
「男前クラブ」を新たに開講しました。今年度は１５名の方が参加し、プランターでの野菜栽培・
そば打ち教室・なすを使った料理教室等を開催しました。

③　組合員の皆様と直接お話しする機会をいただき、よりはが野の組織・事業運営にご意見・ご要望
を反映するために、令和４年８月から、組合員と常勤理事による対話活動を新たに開始しました。

④　組合員への個別訪問を行い、農業経営や地域農業の課題について聞き取りを行いました。また、
いただいた意見は事業計画等に反映するよう努めました（訪問件数１６１件）。

⑤　地域住民に食料・農業について理解を深めてもらうため、親子で参加できる農業体験教室（未来
ちゃんクラブ）を開催しました。

自己改革の取り組み
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②　園芸
・安全・安心な農産物の生産・供給対策として、生産履歴記帳運動の展開による栽培日誌の検証と
定期的な残留農薬検査の実施、農薬安全使用講習会を全生産者対象に実施し、消費者へ安全性の
高い農産物の提供に努めました。
・農業生産における労働面の安全確保と環境保全、食品の安全等を確保するためにＧＡＰ（農業生
産工程管理）の取り組み強化に努めました。（品目：いちご・梨・ナス・トマト・ニラ・春菊・レ
タス・メロン・ブロッコリー・アスパラガス・乾しいたけ）
・関係機関と連携をしながら地元事業所でのマルシェを開催。農産物の注文販売も適宜実施し、地
域ブランド強化に努めました。
・いちご定植苗供給事業を高冷地から平地基地へ移行し、いちご農家の労力軽減や新規者確保によ
る栽培面積の維持拡大に寄与する取り組みを実施しました。
・収益性の高い農産物として、新品種「とちあいか」の作付け推進及び、栽培技術の普及に取り組
みました。
・各生産部会において、講習会・現地検討会・地区別座談会・土壌診断による事後指導会等を開催
し、高品質な農産物生産技術の高位平準化に取り組み、生産者の所得向上に努めました。
・はが野のホームページやＬＩＮＥを活用した営農情報を提供し、農作物危被害防止・野菜や生産
資材の盗難に対する注意喚起に取り組みました。
・出向く営農指導として新規就農者や後継就農者の巡回を強化し、露地野菜を中心とした作付け推
進と技術の定着支援に取り組みました。

民間検査数量全体集荷数量種　　類
１４,１３０,９８３１４,１３０,９８３飼 料 用 米

<令和４年産新規需要米集荷量> （単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
６０９,０００６０９,０００ビ ー ル 大 麦
８２８,０２５７７２,０００大 粒 大 麦
１,３２８,６５０１,３２８,６５０小 粒 大 麦
２,３６９,８３０２,３６９,８３０小 麦
１８,０００１８,０００麦種子（大粒大麦）

５,１５３,５０５５,０９７,４８０合　　計

<令和４年産麦集荷量> 　（単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
１１,６１４.５１１,３７６.０大　 　 　 豆
３３,８６７.０９３.０そ　 　 　 ば
４５,４８１.５１１,４６９.０合　　計

<令和４年産大豆・そば集荷量> （単位：大豆は俵/６０kg、そばは俵/４５kg）

※農産物検査員（米麦等検査）の登録者数は、３８人。
　ただし、検査時期の実働検査員は、３１人。
　民間検査数は検査の実数であり、集荷数量は販売委託数。
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①　耕種
・ライスセンター・カントリーエレベーターでの調製による、良品質の統一された玄米をアピール
し有利販売に努めました。
・飼料用米の増加による調製の遅延や品質事故がないよう、倉庫・施設の管理に努めました。
②　園芸
・直販事業の強化と拡大を継続するため、パッケージセンターを核とした契約販売を進め、量販店
ユーザーの多様な要望に対応したアイテムの提案及び安定的な出荷体制の確立に努めました。ま
た、新規栽培者へのサポートと生産者の選別作業労力軽減を支援しながら、園芸振興の強化と販
売高の向上に取り組みました。
・生産者の所得向上のため、契約取引・特殊販売を継続的に取り組み、「産地はが野」として青果物
の有利販売の拡大と販売高向上を目指し、全農・市場の協力を得ながら直販率の拡充を図りました。
また、規格外品・加工向けの出荷にも積極的に取り組み、一粒も無駄にしない販売に努めました。
・消費者への産地ＰＲの場としての地元マルシェを一部で再開しましたが、首都圏での「はが野マ
ルシェ」は３年続けての開催中止となりました。今年度も、関係機関の協力を得て農産物の注文販
売を適宜開催し、地域ブランドの強化に努めてまいりました。
・県内ＪＡ間での特産品の販売連携に直売所を通じて取り組みました。また、市・町のＰＲ貢献と
して、ふるさと納税返礼品への協力を実践し、はが野農産物の知名度アップに取り組みました。
・ＷＥＢによる市場との流通懇談会のほか、統一目揃会や中間検討会を開催し、出荷情報の共有に
よる販売単価向上と信頼される産地づくりに取り組みました。

販　 売　 事　 業

販売品取扱高の内容
総額245.9億円

買取販売
（パッケージセンター）

82.8億円
33.69％

米類
38.9億円
15.82％

麦類
2.2億円
0.91％

野菜
98.9億円
40.23％果実

6.5億円
2.64％

畜産物
2.4億円
0.99％

雑穀・豆類
1.4億円
0.59％

花卉・花木
4.3億円
1.78％

その他
（特産・種子）
1.0億円
0.42％

直売所
7.2億円
2.93％

③　畜産
・畜産協会や関係機関と連携し、衛生管理の徹底と畜産経営の安定化に努めました。
・繁殖雌牛の更新、優良素牛の導入や仔牛の適期販売指導を行い生産者の所得向上に努めました。
・肉豚は、豚熱の蔓延が懸念される中ではありましたが、衛生管理を徹底して巡回指導を行い販売
強化に努めました。
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①　生産資材
・肥料価格が高騰する中、鶏糞堆肥の取り扱いと化学施肥の併用に取り組みました。
・価格高騰対策として、新しいＢＢ肥料の共同開発と普及拡大に努めました。
②　生活購買
・生活用品の需要動向の把握に務め、安全で安心な商品の提供に取り組み利用率の向上に努めまし
た。
・新しい生活様式の中、葬祭提携業者との連携を図り、葬祭関連の取り扱い回復に努めました。

購　 買　 事　 業

購買品取扱高　総額55.9億円（単位：万円）
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96,351

16,628

・ＪＡ顧問税理士事務所と連携し、資産管理無料相談会を開催し、相続問題、資産活用相談を行い
ながら節税対策等のアドバイスに取り組みました。
・賃貸物件オーナーと連携を図り、入居率向上に努めました。

資 産 管 理 事 業
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・営農経済担当部署と連携し、付加価値の高い情報提供と資金ニーズの把握に努め、農業融資伸長
に取り組みました。
・資産形成セミナーや各種キャンペーンを実施し、組合員・利用者の資産形成・運用ニーズに対し
て、適切なサービスや金融商品の提案を行いました。
・社会保険労務士による年金無料相談会を各支店で開催する等、複雑な受給手続きをサポートしま
した。
・ＪＡスマホ教室の開催により、ネット利用に関する啓発に取り組み、ＪＡネットバンクやＪＡバ
ンクアプリ、ネットローンの普及拡大に努め、顧客利便性の向上や新規顧客の獲得を図りました。
・通帳レスロ座の導入により、通帳レスロ座開設・切り替えを呼びかけ、顧客利便性の向上や業務
の効率化に取り組みました。
・移動金融店舗の運行により、高齢者等窓口利用が困難な方に対する利便性の確保と地域の見守り
活動に取り組みました。

信　 用　 事　 業

普通貯金
1,063.9億円
55.10%

貯蓄貯金
8.7億円
0.45%

定期貯金
849.1億円
43.97%

定期積金
6.6億円
0.34%

貯金の内容
1,930.7億円

貸出金の内容
382.3億円

当座貯金他
2.3億円
0.12% 当座貸越

6.4億円
1.69%

手形貸付金
1.4億円
0.37%

証書貸付金
374.4億円
97.93%
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自動車
5.6億円
8% 自賠責

0.6億円
1％

入通院
4.7億円
7%

自然災害
0.5億円
1% その他

1.7億円
2%

満期・年金
46.3億円
66%

共済金の支払状況
総額70.4億円

種類別長期共済新契約件数
合計6,409件

種類別長期共済保有件数
合計83,061件

後遺障害
0.4億円
0% 死亡・火災

10.3億円
15%

終身共済
574件 8.96％ 定期生命共済

224件 3.50％

建物更生共済
22,623件
27.24％

終身共済
19,023件
22.90％

年金共済
8,235件
9.91％

定期生命共済
572件 0.69％

生活障害共済
777件 0.94％

認知症共済
83件 0.10％

養老生命共済
4,270件 5.14％

定期医療共済
538件 0.65％

こども共済
4,179件
5.03％

がん共済
3,973件 4.78％

医療共済
15,161件
18,25％

養老生命共済
70件 1.09％
こども共済
159件 2.48％

医療共済
1,974件
30.80％

がん共済
274件 4.28％

介護共済
185件 2.89％

年金共済
281件
4.38％

建物更生共済
1,805件
28.16％

特定重度
疾病共済
553件
8.63％

生活障害共済
227件
3.54％

認知症共済
83件 1.30％ 介護共済

1,623件 1.95％

特定重度疾病共済
2,004件 2.41％

共　 済　 事　 業

・全契約者・組合員との接点強化に向けたフォロー活動を実践し、「ひと・いえ・くるま・農業」
の保障提供に取り組みました。
・タブレット端末機を活用した推進活動で共済契約時のペーパーレス及びキャッシュレス化によっ
て組合員・利用者の利便性向上、事務の効率化に取り組みました。
・利用者が安心できる事故処理サービスに取り組み、組合員・利用者満足度の向上に努めました。
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・コロナ禍において感染対策を取りながら、利用者のニーズに応えるため自立支援に力を入れ、各
デイサービスでクラブ活動を含めた個別レクリエーション等を実施し、利用者増に向けた取り組
みに努めました。また、福祉用具の重要性と理解を図るため介護教室を開催しました。
・利用者家族の介護軽減に努めるため、各包括支援センターと連携し中重度者の受入れを積極的に
行いました。

　　○デ イ サ ー ビ ス ： ３７,９３６人/年（前年対比９３.０％）
　　○έ ア プ ラ ン ：  ７,５１１件/年（前年対比９８.０％）
　　○訪 問 介 護 ： １０,０３４.３時間/年（前年対比９２.４％）
　　○福祉用具レンタル： ２,５８５人/年（前年対比９０.７％）

福　 祉　 事　 業

　総合事業を通じ、組合員、地域住民とのつながり強化を進めながら、ＪＡ事業に参加・参画をして
いただくため、支店・営農・経済センターが中心となり地域の特性を活かしたＪＡくらしの活動を展
開しました。

・次世代対策として、はが野管内の小学生児童とその保護者を対象に未来ちゃんクラブの活動を実
施しました。田植えや野菜苗定植、収穫体験などの農作業体験を通じ、農業と食の大切さを学ぶ
機会の場づくりに努めました。（令和４年度会員数　１４７人）
・ＪＡまつりは感染防止対策を講じ規模を縮小して、益子地区、茂木地区、芳賀地区で開催しまし
た。真岡地区、二宮地区、市貝地区は代替えとして組合員抽選会を実施しました。（ＪＡまつり
会場組合員抽選と組合員抽選会の応募総数　９,９４６件）
・貸農園事業として、全６６区画を貸出しました。利用者対象に管理機使用講習会、野菜栽培相談会
を開催し、地域住民との接点づくりに努めました。
・趣味の会は、中止となった活動もありましたが、消毒や換気等の感染対策をとりながら開催しま
した。（延べ参加人数　３,１１６人、開催回数　３１５回）
・「災害時における物資の保管等に関する協定」を芳賀町（令和４年３月）、茂木町（令和５年２
月）とそれぞれ締結し、災害時における物資の保管場所、資機材などの提供を行い、安心して暮
らせる地域づくりに役立てられるよう協力します。
・はが野管内の各行政と締結した地域連携協定に基づき、安心して暮らせる地域づくりを目指すた
めの実践として、令和元年１０月より見守り活動を開始しました。今年度もふれあい活動や業務を
通じ、はが野管内の高齢者世帯・高齢者ひとり暮らし世帯の組合員宅へ訪問した際の声掛けを行
いました。また、管内において自然災害による重大な路面破損や危険箇所を発見した場合は行政
へ連絡します。

く ら し の 活 動
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・管内選出の県議会議員との農政懇談会を実施し、生産資材・出荷資材等の価格高騰対策の継続、
需要に応じた米生産対策として主食用米の過剰在庫対策、作付参考値の達成に向けた県の役割発
揮、県産米の生産及び作付転換の促進、園芸対策として、｢とちあいか｣のブランド力強化、いち
ごの生産振興・競争力拡大、新規就農者対策等を要請しました。

農　 政　 活　 動

組　 織　 活　 動

＜青壮年部＞
・ＪＡ栃木県青年部連盟主催の農産物ＰＲイベントや、真岡市観光協会主催のハロウィンイベント
などに参加し、青壮年部のＰＲ及び消費者との交流を図りました。
・令和４年度ＪＡ青年大会に益子支部の鈴木達也さんが出場し、優秀賞を受賞しました。
＜女性会＞
・女性の意見をＪＡ事業へ反映するため、女性会と常勤役員において、質問・要望などについての
意見交換会を開催しました。
・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する理解を深め、アルミ缶回収やペットボトルキャップ回
収をしました。益金から社会福祉協議会のフードバンクへの協力や、福祉施設へ物品を寄付し、
「すべての人に健康と福祉を」を目標に社会貢献活動を展開しました。
・ＪＡはだの女性部（神奈川県）、ＪＡ高知県女性部れいほく地区との交流を行いました。情報交換
や地域を超えた交流ができました。
・介護などに関する「福祉講座」、「資産形成運用セミナー（投資信託等）」、「ＪＡスマホ教室」に参
加し、ＪＡ事業への理解を深め事業利用の向上を図りました。

・はが野公式ＬＩＮＥでは、各種キャンペーンや営農情報等、ＪＡ事業の情報を発信しました。
・組合員向け広報誌「ベリーネットはが野」を毎月発行し、組合員宅を訪問する「ふれあい活動」
でお届けしました。
・組合員の活動や各農産物の出荷等、ＪＡや地域農業の情報を各種メディアに対しプレスリリース
（テレビや新聞に向けて情報を発信）を行うことで、タイムリーな情報発信を行いました。
・各支店やセンターも広報の重要な拠点と位置づけ、各地区広報編集委員を中心に、地区ごとの特
色ある催しや取り組みなど、地域の身近な話題を掲載した「地区だより」と、デイサービスセン
ターの情報を掲載した「すこやかだより」を発行し、地域に密着した情報発信に取り組みました。
・農業新聞等各種メディアを通じ、ＪＡはが野の事業内容や自己改革の取り組み、そして地域の話
題や部会が行う現地検討会・目揃会、各地区女性会活動など情報発信に取り組みました。
・ＪＡはが野ホームページでは、「すとろべりーフォトコンテスト」の開催に合わせてトップページ
の更新を行い、ＷＥＢサイトを活用したＪＡ事業の発信に努めました。

広報活動・教育活動
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・地域密着型の「真岡新聞」の紙面に、地域住民向けコミュニティー版「かけはし」を年間４回（５
月、８月、１１月、２月）掲載して、ＪＡ事業のＰＲや組合員加入のメリットなどを発信しました。
・各地区の教育委員会を通じ、管内小学校２８校へ家の光協会発行の教育誌「ちゃぐりん」を配布し、
食農教育の一環に役立てていただく取り組みを行いました。
・視察研修や就職説明会等で活用する、ＪＡの概況や事業内容を紹介した資料「はが野ガイド
２０２２」を作成しました。
・１０月に開催した支店別組合員懇談会において、ＪＡはが野が取り組んでいる自己改革の取り組み
を紹介した映像資料を上映し、理解促進に努めました。

・地域貢献の一環として、組合員・利用者の皆様の利便性向上のため、平成３１年３月より移動金融
店舗（未来ちゃん号）を導入しました。移動金融店舗にはＪＡバンクの端末を搭載し、金融窓口
を地域に提供しています。週４回の運行で、管内を巡回する全８コース（１６拠点）を回っています。

そ の 他 活 動

（３）農業所得の増大に関する事項並びに組合の事業運営等に対する准組合員の意見等の反映及び事
業の利用に関する事項
後掲「事業計画付属資料　Ⅴ　ＪＡはが野自己改革工程表」に記載しております。

（４）当該事業年度における重要事項
　　該当する事項はありません。

（５）財務・事業成績の推移
令和４年度
（当期）令和３年度令和２年度令和元年度項　　目区　　分

１０２,９０９１８７,６１６１２９,７４６２４２,３７７事 業 利 益財　　務
４０７,７２０５０５,３０８４３２,１４６６００,０５５経 常 利 益
２７０,５９６３４５,０８３２９９,２１３４２９,３５５当 期 剰 余 金

２１５,３２１,７８５２１５,５３９,４５３２１３,６１９,１９３２１６,０７４,８４１総 資 産
１６,５６６,９９１１７,６３９,０３２１７,４５４,３４２１７,７１０,４３９純 資 産

１９.７４１９.３９１８.９６１８.１４単体自己資本比率（%）
１９３,０７８,４５０１９１,８４８,４２８１９１,０８７,１１５１９１,６８３,８９３貯 金信用事業
１３２,３３４,１１０１３３,３５６,４１３１３３,３１６,３２１１４４,３５８,３５０預 金
３８,２３１,６９１３６,９７５,３６４３５,２３８,３７８３４,９０６,１１２貸 出 金
２０,１０５,０００２０,６９２,０２９１９,５２５,２９２１１,３８１,４８２有 価 証 券
１６,８００,５８０１６,８４６,１３０１６,９５８,８７０８,６９１,９９０国 債
３,３０４,４２０３,８４５,８９９２,５６６,４２２２,６８９,４９２そ の 他
５１５,１７４,９１３５３９,２９７,７２０５６５,３７５,８９９５９１,７９７,４９７長 期 共 済 保 有 高共済事業
１,６４９,４３４１,６５１,４７１１,６９５,８０８１,７２８,８０４短期共済新契約掛金
５,５９６,７７８５,２３３,４４６５,１７４,６６３５,４０３,８５９購買品供給・取扱高購買事業
２４,５９８,６１７２４,６９０,３７７２３,５２８,９１５２４,０６５,０５６販売品販売・取扱高販売事業

（注）１．購買品供給高・取扱高は代理人取引を含む総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致し
ません。

２．販売品販売・取扱高のうち受託にかかる米、麦、豆・雑穀については、消費税込で記載しています。

（単位：千円）
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（６）対処すべき重要な課題
①　不断の自己改革の実践
　不断の自己改革として「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活性化」に引き続
き取り組みます。取り組みにあたっては、組合員と徹底して話し合いを行い、組合運営に組合
員の声を反映していきます。実践内容は、組合員や地域住民、行政等に対し広く情報発信し、理
解促進を図ります。
②　次世代担い手確保・育成の取り組み
　農業者の高齢化と減少が進む中、地域農業を維持・発展させていくためには、次世代の担い
手を確保・育成していくことが急務となっています。このため、確保すべき次世代の担い手数や
生産量・販売金額など長期の目標を設定し、新規就農者の育成や既存生産者の規模拡大等に向け
た「次世代担い手確保・育成計画」を策定し実践します。あわせて、担い手経営体への出向く
活動を充実し、総合的な事業提案を通じて個別支援を強化します。
③　需要に応じた米生産の取り組み
　需要に応じた米生産及び持ち越し在庫の圧縮に向けて、県農業再生協議会が設定した作付参
考値内の作付けとなるよう主食米の生産や、飼料用米等の非主食米及び大豆・園芸作物等への作
付け転換に取り組みます。
④　農業政策提案の取り組み
　政府・与党は、食料の安定供給に関するリスクが高まる中、「食料・農業・農村基本法」の検
証・見直しを進めています。国内生産の増大や生産資材の安定確保、国消国産、再生産可能な
価格形成等に向けて、生産現場の実態や意見を届けるとともに国民理解が広まるよう取り組む
必要があります。また、生産資材価格の高騰等に対しても、生産者の営農活動が継続できるよ
う国や県等に対する政策提案や支援を求めていく必要があります。
⑤　経営基盤強化に向けた取り組み
　信用事業の収益確保が厳しさを増している中で、今後の中長期的な収支見通しと組合員への
影響を総合的に勘案し、経済事業を中心とした収支改善に取り組む必要があります。そのため、
「持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画」への取り組みの２年目として、成
長戦略･効率化戦略を積極的に推し進め、総合事業のメリットを活かしながらＪＡ経営基盤強化
に取り組みます。
⑥　経営の健全性の確保
　ＪＡ経営の健全性を示す指標の一つである自己資本比率については、令和４年度末（剰余金処
分後）当ＪＡの比率は１９.７４％であり、農協法による規制４％やＪＡバンク基本方針８％を大き
く上回っておりますが、引き続き経営の健全性確保のために出資金や目的積立金等自己資本の
充実が必要です。
　今後とも事業計画を達成し、自己資本造成計画に基づいて内部留保を進め、ＪＡの健全経営
に努めます。

（７）その他組合の事業活動の概況に関する重要な事項
①　事業運営の透明性の向上
　農協法に基づいたディスクロージャー誌による開示のほか、半期開示の自主的実施やホーム
ページでの開示等、組合員や利用者向けの情報開示を充実させ、ＪＡ事業運営の透明性を高め
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ています。
②　業務の適正を確保するための体制
　当ＪＡでは、法令遵守の徹底や、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用者の皆様に
安心して組合をご利用いただくために、内部統制システム基本方針に基づき、組合の適切な内
部統制の構築・運用に努めています。
③　ＪＡくらしの活動の展開
　ＪＡは、くらしの活動を通じ、地域貢献及びＪＡ自己改革の「地域の活性化」に取り組んで
います。ＪＡファンをつくり、「地域になくてはならないＪＡ」として組合員・地域住民から支
持されるＪＡとなるため、ＪＡくらしの活動を積極的に展開しています。
④　直売所を拠点とした地域に根ざした生産販売活動
　農産物直売所を生産者と消費者を結ぶ交流拠点として位置付けるとともに、消費者ニーズの
把握や生産者との情報共有を通じて、売れる農産物の生産販売や品揃えの充実に取り組み、売
上の増大や生産拡大に努めています。
⑤　食の安全・安心、ＧＡＰの強化
　安全・安心な農産物の安定供給に向けて、ＪＡを通じて出荷・販売されるすべての品目につ
いて生産履歴記帳運動に取り組むとともに、研修会等を通じて生産者の安全意識の啓蒙や生産
活動に取り組んでいます。また、農作業の安全対策や環境保全への取り組みとして、生産部会
に対するＧＡＰ研修会や県の第三者確認制度の活用等を通じてＧＡＰの取り組みを進めていま
す。
⑥　労働力確保支援の取り組み
　農業分野における労働力不足に対し、ＷＥＢサイト「とちぎの農業で働こう」を活用し、無
料職業紹介事業など労働力の確保・支援に取り組んでいます。
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　　　②　臨時総代会
　　　　　開催しておりません。

２．組合の運営組織の状況に関する事項
（１）総代会の開催状況
　　　①　通常総代会

６２６人総代会日現在総代数
１５９人実際に出席した総代

出 席 総 代 数 ０人代 理 人
４５１人書 面
６１０人合 計
０人出席正組合員数（総代、代理人を除く）
０人出席准組合員数

重要な議事及び決議事項
第１号議案
【報告事項】
令和３年度貸借対照表、損益計算書、注記表及び附属明細書の内容並びに会計監査人の監査報
告及び監事の監査報告について
【決議事項】
令和３年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

第２号議案　　定款の一部変更について
第３号議案　　持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画の設定について
第４号議案　　令和４年度事業計画の設定について
第５号議案　　令和４年度理事及び監事の報酬について
第６号議案　　役員選任について

令和４年５月２４日　午前９時３０分より開催

（注）　新型コロナウイルスの感染拡大が懸念される状況下だったため、前年同様書面での出席者が
多数を占めています。
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　　　②　出資口数

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）資　格　区　分

３,４７１,１２９１０８,１２７８８,７３３３,４９０,５２３個　 　 　 人正
組
合
員

１,０７２－－１,０７２農事組合法人法
人 ５,４１８５０１０５５,３６３その他の法人

３,４７７,６１９１０８,１７７８８,８３８３,４９６,９５８計
４５３,２１１８,２５５２２,３４０４３９,１２６個    人

准
組
合
員

－－－－農 業 協 同 組 合
６０－－６０農 事 組 合 法 人

８,９３８４０５００８,４７８そ の 他 の 団 体
４６２,２０９８,２９５２２,８４０４４７,６６４計
１６,２８６１５,５８１１６,２８６１５,５８１処 分 未 済 持 分

３,９５６,１１４１３２,０５３１２７,９６４３,９６０,２０３合　　　　計

摘要：（１）出資１口金額 １,０００円
　　　（２）当期末払込済出資総額 ３,９５６,１１４,０００円
　　　（３）１正組合員当たり出資金額 ２３３,５３８円
　　　（４）１組合員の持口最高限度 ２,０００口

（単位：口）

（２）組合員の状況
　　　①　組合員数

当期末
（A）+（B）-（C）

当　期　脱　退
当期加入
（B）

前期末
（A）資　格　区　分 合計

（C）除名死亡又
は解散資格喪失持分全部

の譲渡
１４,８３０４５７－３８６１７０２４５１５,０４２個 人

正　

組　

合　

員

（３,１２０）（１０５）（－）（８１）（１）（２３）（９０）（３,１３５）（ う ち 女 性 ）

－－－－－－－－うち組合員たる
地位を失わない者

１７－－－－－－１７農事組合法人法
人 ４４１－－－１３４２その他の法人

１４,８９１４５８－３８６１７１２４８１５,１０１計
４,７３１１０１－７１１２９１９３４,６３９個    人

准　

組　

合　

員

（１,１４０）（１４）（－）（６）（－）（８）（６４）（１,０９０）（ う ち 女 性 ）
－－－－－－－－農 業 協 同 組 合
２－－－－－－２農 事 組 合 法 人

１６３２－－－２１１６４そ の 他 の 団 体
４,８９６１０３－７１１３１１９４４,８０５計
１９,７８７５６１－４５７２１０２４４２１９,９０６合　　　　計

摘要：当期末正組合員戸数　　　　１２,６６７戸
　　　当期末准組合員戸数　　　　 ３,９２８戸
　　　当期の組合員資格確認日　　令和４年１１月１０日
　　　当期の組合員資格確認方法　広報誌配布による確認

（単位：人、団体）
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（３）役員の状況
　　　①　役員数

定款に定める
役員の定数

当期末
（A）+（B）-（C）当期退任（C）当期就任（B）前期末（A）区　分

４４４４４常　 勤理　

事
２７２７２７２７２７非 常 勤
３１３１３１３１３１計
１１１１１常　 勤監　

事
７７７７７非 常 勤
８８８８８計
３９３９３９３９３９合　計

（単位：人）

　　　②　当期末現在の役員

摘　要任期満了年月日就任年月日氏　名
区　　　　分

代表権
の有無

常勤・非
常勤の別役　職　名

実務精通者令和７年通常総代会終了時令和４年５月２４日国府田厚志有常　勤代表理事組合長
実務精通者〃〃小瀬　秀二有〃代表理事専務
実践的能力者で総務・営農・経済・福祉専任〃〃上野　　勉無〃常 務 理 事
実践的能力者で金融・共済専任〃〃金田　寿夫〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃菅山　　学〃非常勤理　 　 　 事
総務担当、認定農業者〃〃小林　功一〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃渡辺　　栄〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃小林　由明〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃松本　佳規〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃細島　鉄夫〃〃〃
営農経済担当、実践的能力者〃〃廣瀬　　均〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃高橋　真一〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃添野　勝則〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃飯山　克則〃〃〃
総務担当、実践的能力者〃〃新山　　文〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃鈴木　　保〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃中山　達美〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃田中　淳哉〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃床井　　剛〃〃〃
営農経済担当、実践的能力者〃〃大坪　　崇〃〃〃
総務担当、実践的能力者〃〃小幡　　隆〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃浅羽　昌徳〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃小塙　誠一〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃薄根　定男〃〃〃
金融共済担当、実践的能力者〃〃小池　俊男〃〃〃
営農経済担当、認定農業者〃〃荒井　俊和〃〃〃
総務担当、実践的能力者〃〃小林　幸一〃〃〃
金融共済担当、実践的能力者〃〃小林　英雄〃〃〃
営農経済担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃光菅　静子〃〃〃
総務担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃谷口　和美〃〃〃
金融共済担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃渡邉　京子〃〃〃
代表監事〃〃水楢　房一－〃監　 　 　 事
実践的能力者で常勤監事〃〃小島　和子－常　勤〃

〃〃赤羽　正行－非常勤〃
〃〃苅田　　聡－〃〃
〃〃小玉　貴浩－〃〃
〃〃髙木　哲男－〃〃
〃〃戸祭　元広－〃〃

ＪＡ栃木中央会職員、員外監事〃〃小林　　茜－〃〃

（注）当組合は当組合の理事及び監事の全員を被保険者とする農協法第３５条の８第１項に規定する役員賠償責任
保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被保険者が組合の役員の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償
金や争訟費用の損害等を塡補するものです。
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（５）職員の状況
当期末

 （ A ） + （ B ） - （ C ）
当期減少
（C）

当期増加
（B）

前期末
（A）区　　　分

６０―３５７企 画 管 理
４――４く ら し の 活 動
４７――４７貯 金信

用 ２５２―２７貸 出
６５２―６７複 合 渉 外
５０――５０共 済
３４１―３５生 産 資 材

購
買 ８（８）――８（８）農 業 機 械

１３――１３生 活 物 資
６３――６３販 売
５――５保 管
２――２開 発
４７１―４８福 祉
４７２―４９加 工 利 用
３４４―３８営 農 指 導
５０４１２３５１３合 計
１１７５―１２２うち常勤嘱託

（単位：人）

（注）当組合からの出向者は、各担当部門の職員数に含め（　）内数で表示しています。

（４）会計監査人の状況
　当組合の会計監査人は、みのり監査法人であり、業務執行社員は公認会計士　田村保広氏及び
公認会計士　大野秀則氏であります。
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総　代　会

理　事　会

常勤監事 代表監事 監事会

代表理事組合長

常務理事（金融・共済担当）常務理事（総務・営農・経済・福祉担当）

代 表 理 事 専 務

生活福祉部経済部 営農部総合企画部 共済部 金融部
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（６）組織の構成
　　　①　組合の機構（令和５年２月末現在）
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　　　②　組合員組織
　　　　（ア）　統一組織

構成員数（人）組　　織　　名
１７４青 壮 年 部
１,４６４女 性 会
４３園 芸 特 産 連 絡 協 議 会
１５畜 産 連 絡 協 議 会
５１１い ち ご 部 会
２０３な す 部 会
４５ト マ ト 部 会
１１メ ロ ン 部 会
８９梨 部 会

　　　　（イ）　各地区組織

地区構成員数（人）組　織　名
益子８ジュース用トマト部会
茂木４加 工 ト マ ト 部 会
真岡６８・二宮１８・芳賀１２４２１０耕種部会（水稲）
真岡１７トウモロコシ部会
二宮８７・芳賀１５１０２タ マ ネ ギ 部 会
益子２８果 樹 の 里 部 会

地区構成員数（人）組　織　名

真岡２２４・益子１３５　
茂木１６４・芳賀２３９７６２直 売 部 会

芳賀６酪 農 部 会
益子１・茂木２３養 蚕 部 会
市貝１６採種部会（水稲）
茂木６採種部会（野菜）

構成員数（人）組　　織　　名
１９し い た け 部 会
３６花 卉 部 会
１５和 牛 部 会
６養 豚 部 会
６４春 菊 部 会
１００に ら 部 会
１２レ タ ス 部 会
１８こ ん に ゃ く 部 会
１７ブ ロ ッ コ リ ー 部 会
２５ア ス パ ラ ガ ス 部 会
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（７）施設の設置状況
　　　①　組合の施設の状況

摘要職員数（人）所在地面積（㎡）構造名　称　（併設事務所名）種　別
１１６真岡市八条１０９６.７９鉄筋コンクリート造本　店事務所
１９真岡市飯貝５４７.６８鉄筋コンクリート造本　店（生活福祉部）〃
４６真岡市中郷１９７４.８４鉄骨造真岡支店〃
８真岡市飯貝２４１.８０鉄骨造真岡経済センター〃
４真岡市田町１９８.００鉄骨造２９４購買店舗〃
４４真岡市久下田１１１１.８３鉄骨造二宮支店（二宮地区営農センター）〃
７真岡市物井１４８１.４８鉄筋コンクリート造二宮経済センター（物部）〃
２真岡市長沼１２１０.８２鉄筋コンクリート造アグリセンター長沼〃
４３益子町大字益子１１７８.００鉄骨造益子支店（益子地区営農センター・益子経済センター）〃
３２茂木町大字増井１０６３.３０鉄筋コンクリート造茂木支店（茂木地区営農センター・茂木経済センター）〃
２４市貝町大字市塙７４２.００鉄骨造市貝支店（芳賀・市貝地区営農センター（市貝））〃
４７芳賀町祖母井南一丁目１５０４.００鉄筋コンクリート造芳賀支店（芳賀・市貝地区営農センター（芳賀））〃
９芳賀町祖母井南一丁目１３９０.１５鉄骨造北部経済センター〃

補助金有４４真岡市田町５９１３.２６鉄骨造真岡地区営農センター〃
補助金有真岡市田町４６１.６９鉄骨造真岡市農業振興センター〃
補助金有真岡市京泉１５９８.００鉄骨造中央カントリーエレベーター共乾施設
補助金有真岡市鹿１５１７.４０鉄骨造二宮カントリーエレベーター〃
補助金有益子町大字塙１２５０.１４鉄骨造益子カントリーエレベーター〃
補助金有真岡市八條３３４８.１２鉄骨造真岡東部ライスセンター〃
補助金有真岡市飯貝１５８５.２０鉄骨造大内ライスセンター〃
補助金有真岡市中１４７２.２１鉄骨造中村ライスセンター〃
補助金有真岡市長沼１０３０.００鉄骨造長沼ライスセンター〃
補助金有茂木町大字北高岡７８２.５４鉄骨造茂木ライスセンター〃
補助金有市貝町大字赤羽１２１４.００鉄骨造市貝ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字与能７４３.０１鉄骨造祖母井ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８０１.３２鉄骨造南高ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８１６.５０鉄骨造大豆調整施設〃
補助金有芳賀町大字東水沼１０１７.６０鉄骨造水橋ライスセンター〃
補助金有真岡市中郷１５７.２９鉄骨造真岡育苗センター育苗施設
補助金有真岡市小林３８４.９０鉄骨造山前育苗センター〃
補助金有益子町大字塙４０８.４０鉄骨造益子育苗センター〃
補助金有茂木町大字河井１１７.２０鉄骨造茂木農産加工所加工所
補助金有市貝町大字市塙６７７.６５鉄骨造市貝種子センター種子センター
補助金有真岡市鹿２０６６.００鉄骨造二宮東部集荷場集荷所
補助金有真岡市長沼１２７６.１８鉄骨造二宮西部集荷場〃
補助金有益子町大字塙７５６.２３鉄骨造益子塙集荷所〃
補助金有芳賀町大字祖母井１３７５.４０鉄骨造芳賀一元集荷場〃
補助金有１３真岡市田町２４５０.００鉄骨造高機能物流兼果実販売センター（パッケージセンター）集出荷場
補助金有１真岡市田町４２４.００鉄骨造真岡（第二）パッケージセンター〃
補助金有２真岡市長沼３７８.００鉄骨造二宮パッケージセンター〃
補助金有６市貝町大字市塙８１４.４０鉄骨造市貝パッケージセンター〃
補助金有芳賀町大字稲毛田１９４５.２０鉄骨造芳賀梨選果場選果場

７真岡市飯貝３７６.６２鉄骨造デイサービスセンターすこやか大内通所介護施設
３真岡市小林３５８.５６木造造デイサービスセンターすこやか山前〃
７真岡市久下田４３７.００鉄骨造デイサービスセンターすこやか二宮〃

補助金有４茂木町大字増井３０４.１５鉄骨造デイサービスセンターすこやか茂木〃
指定管理者５市貝町大字市塙３５９.９５鉄骨造デイサービスセンターすこやか市貝〃
指定管理者３芳賀町大字上稲毛田５３２.７７鉄骨造デイサービスセンターすこやか南高〃
指定管理者真岡市上大田和４８８.４０鉄骨造井頭フレッシュ直売所直売所
補助金有真岡市田町１９８.００鉄骨造真岡フレッシュ直売所〃
補助金有益子町大字塙１８４.８０鉄骨造益子フレッシュ直売所〃
指定管理者芳賀町大字祖母井３２７.００鉄骨造友遊直売所〃

益子町大字七井中央８８２.２１鉄筋コンクリート造全農はが野食材センター賃貸施設
８真岡市田町５９８.５７鉄骨造全農はが野広域農機センター（南部センター）〃

芳賀町大字祖母井５９５.４８鉄骨造全農はが野広域農機センター （北部センター）〃
リース物件２０,８６１.００ 鉄骨造鉄骨ハウス農業施設

５０４５６箇所合　　計
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●事業報告●

　　　②　特定信用事業代理業者等の状況
　　　　　該当する事項はありません。

　　　③　共済事業の委託施設の状況
　　　　ア．代理業者数の推移

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）項　　目

９１２－９３共済代理店数

　　　　イ．当期新規代理業者
　　　　　　該当する事項はありません。

（９）その他組合の運営組織の状況に関する重要な事項
　　　該当する事項はありません。

（８）子会社等の状況

株式会社未来ちゃんファームはが野サービス株式会社会 社 名
代表取締役社長　小瀬　秀二代表取締役社長　小瀬　秀二代 表 者 名
真岡市八条９５番地（はが野農業協同組合内）真岡市田町１３５６番地５所 在 地
農産物の生産販売・農作業受託自動車事業主 要 な 事 業 内 容
事務所他賃借整備工場他賃借施 設 の 概 要
平成２６年２月１２日平成１３年１０月１日設 立 年 月 日

３０,０００千円５０,０００千円資 本 金 総 額
９９.３％

（５９６/６００）
１００％

（１,０００/１,０００）
当 組 合 の 議 決 権 比 率
（保有議決権数/総議決権数）

９９.３％１００％当組合及び他の子会社等の
議 決 権 比 率
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第
１
号
議
案

農協法第３６条第８項に基づいた提出資料

Ⅱ事業報告の附属明細書
令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで

（１）役員に対する報酬等

総代会で定められた報酬等限度額当期中の報酬等支払額区　　　分

６３,０１２６２,６７６理　　　事
１５,９４７１５,９３６監　　　事
７８,９５９７８,６１２合　　　計

（単位：千円）

（２）役員等の兼職等

兼職等先での役職名兼職先名又は兼業事業名氏　名
区　分

代表権
の有無

常勤
非常勤の別役職名

副会長理事栃木県農業協同組合中央会

国府田厚志有常勤代表理事
組合長

総代全国共済農業協同組合連合会
副会長全国農業協同組合連合会　栃木県本部運営委員会
委員　　　　　　　　　　　　第２０期系統経済事業委員会
委員　　　　　　　　　　　　第２０期生産資材事業委員会
副会長全国共済農業協同組合連合会　栃木県本部運営委員会
副議長農林中央金庫　ＪＡバンク栃木運営協議会
理事栃木県農業信用基金協会
理事（一社）とちぎ農産物マーケティング協会
副理事長（公財）真岡市農業公社
代表取締役会長はが野サービス株式会社
取締役副会長株式会社ＪＡエルサポート

他１４団体
代表取締役社長はが野サービス株式会社

小瀬　秀二〃〃代表理事
専務

代表取締役会長兼社長株式会社未来ちゃんファーム
委員栃木県ＪＡ共済事業推進協議会
委員ＪＡバンク栃木　運営協議会専門委員会
専門委員全国いちごサミットｉｎ真岡実行委員会専門部会
理事（公社）栃木県米麦改良協会
監事栃木県農業協同組合中央会　専務常務会
委員全国農業協同組合連合会　栃木県本部経済事業委員会

上野　　勉無〃常務理事

取締役はが野サービス株式会社
取締役株式会社未来ちゃんファーム
会長真岡北陵高校　農業教育推進協議会
委員芳賀地区インターンシップ推進事業学校・地域連絡会
委員いがしらリゾート活性化協議会
委員栃木県農業協同組合中央会　組織のあり方検討会
委員ＪＡバンク栃木　運営協議会専門委員会

金田　寿夫〃〃常務理事
委員栃木県ＪＡ共済事業推進協議会
副会長真岡税務署管内納税貯蓄組合連合会
委員真岡市都市計画審議会
委員栃木県農業協同組合中央会　組織のあり方検討会
監査役はが野サービス株式会社

小島　和子－〃常勤監事
監査役株式会社未来ちゃんファーム
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　　　②　債務
　　　　該当する事項はありません。

（４）その他の重要な事項
　　　　該当する事項はありません。

（３）役員との取引
　　　①　債権

摘要取引内容及び金額役職等 取引金額取引の種類
１,６９０当期取引額

金銭の貸付理事
７名

３４,８９９当期首残高
２７,５２８当期末残高
△７,３７１当期増減（△）額
９,９９０当期取引額

金銭の貸付監事
３名

２２,４９９当期首残高
２４,２７２当期末残高
１,７７３当期増減（△）額
１１,６８０当期取引額

合計 ５７,３９８当期首残高
５１,８００当期末残高
△５,５９８当期増減（△）額

（単位：千円）

（注）上記の取引条件及びその決定方法につきましては、他の取引
先と同様の条件によっています。
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Ⅲ貸借対照表
令和５年２月２８日現在 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

金　　額科　　目
（　資　産　の　部　）

１９２,０１３,２７８１.信用事業資産
８１２,６０１（１）現金

１３２,３３４,１１０（２）預金
１３１,６１４,７２０系統預金
７１９,３９０系統外預金

２０,１０５,０００（３）有価証券
１６,８００,５８０国債
１００,０１５政府保証債
３,２０４,４０５社債
３８,２３１,６９１（４）貸出金
７４１,７３６（５）その他の信用事業資産
７２３,７７２未収収益
１７,９６３その他の資産

△２１１,８６１（６）貸倒引当金
７,２２６２.共済事業資産

２,２７８,７５５３.経済事業資産
１,２８８,５２３（１）経済事業未収金
５８３,２３５（２）経済受託債権
３５９,３９７（３）棚卸資産
３１７,６９９購買品
４１,６９７その他の棚卸資産
９６,６９３（４）その他の経済事業資産
△４９,０９３（５）貸倒引当金
６８３,０４９４.雑資産
４,３２０,７８８５.固定資産
４,２９８,９１０（１）有形固定資産
８,６８６,４０４建物
４,１３６,７４９機械装置
１,１５９,５０４土地
２,３１１,１８０その他の有形固定資産

△１１,９９４,９２８減価償却累計額
２１,８７８（２）無形固定資産

１５,４１０,８９５６.外部出資
１５,４１２,９８１（１）外部出資
１４,７９４,３３０系統出資
５６８,６５１系統外出資
５０,０００子会社等出資
△２,０８６（２）外部出資等損失引当金
６０７,７９０７.繰延税金資産

２１５,３２１,７８５資 産 の 部 合 計

金　　額科　　目
（　負　債　の　部　）

１９４,０５４,７６０１.信用事業負債
１９３,０７８,４５０（１）貯金

１１,３００（２）借入金
９６５,０１０（３）その他の信用事業負債
１８,３０８未払費用
９４６,７０１その他の負債
９３２,９６８２.共済事業負債
５１４,６５３（１）共済資金
４０１,７２３（２）未経過共済付加収入
１６,４１７（３）共済未払費用
１７３（４）その他の共済事業負債

１,４２８,６４９３.経済事業負債
６２６,２４４（１）経済事業未払金
２０１,２９２（２）経済受託債務
６０１,１１１（３）その他の経済事業負債
２３１,３００４.設備借入金
２６７,５５２５.雑負債
４７,３４４（１）未払法人税等
３８,１５１（２）資産除去債務
１８２,０５６（３）その他の負債
１,８３９,５６３６.諸引当金
１８６,１５８（１）賞与引当金
１,６４１,０２９（２）退職給付引当金
１２,３７５（３）ポイント引当金

１９８,７５４,７９４負債の部合計
（　純　資　産　の　部　）

１８,０３０,２６０１.組合員資本
３,９５６,１１４（１）出資金
６９,６２３（２）資本準備金

１４,０２０,８０９（３）利益剰余金
５,７４４,９１８利益準備金
８,２７５,８９０その他利益剰余金
２,０１５,１９９特別積立金
２,４２０,０００信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１肥料価格安定事業準備金
５６０,０００教育基金積立金
５００,０００営農施設設置運営積立金
５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５９７,０２１税効果調整積立金
３６９,６９６事業体制再編整備運営積立金
７５０,０００経営安定化積立金
５５３,８８１当期未処分剰余金
２７０,５９６（うち当期剰余金）
△１６,２８６（４）処分未済持分

△１,４６３,２６９２.評価・換算差額等
△１,４６３,２６９（１）その他有価証券評価差額金
１６,５６６,９９１純資産の部合計
２１５,３２１,７８５負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

（単位：千円）
はが野農業協同組合
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Ⅳ　損益計算書
令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

金　　額科　　　　目
４,１１７,９９８１.事業総利益

１７,５７１,０３１事業収益
１３,４５３,０３３事業費用
１,３４２,７３４（１）信用事業収益

１,２４６,４８５資金運用収益
６１５,０５１うち預金利息
１２８,９３２うち有価証券利息配当金
４３３,９２４うち貸出金利息
６８,５７７うちその他受入利息
７４,２７８役務取引等収益
２１,９７０その他経常収益

２２８,４４９（２）信用事業費用
１９,６０４資金調達費用
１５,８７５うち貯金利息
５３０うち給付補填備金繰入
３,１９９うちその他支払利息
１９,０９８役務取引等費用
１８９,７４６その他経常費用
１０,５６２うち貸倒引当金繰入額

１うち貸出金償却
１７９,１８２うちその他費用

１,１１４,２８４信用事業総利益
１,１７７,５６２（３）共済事業収益

１,０９６,８１７共済付加収入
８０,７４４その他の収益

８６,４４２（４）共済事業費用
６１,８１７共済推進費
２４,６２４その他の費用

１,０９１,１２０共済事業総利益
４,６０１,７０１（５）購買事業収益

４,５０２,６４０購買品供給高
４９,９０５購買手数料
４９,１５５その他の収益

４,０９６,５８３（６）購買事業費用
３,９４８,９８８購買品供給原価
１４７,５９５その他の費用
９,２１３うち貸倒引当金繰入額

１３８,３８１うちその他費用
５０５,１１７購買事業総利益

９,２９２,６３９（７）販売事業収益
８,４１０,２２６販売品販売高
６６５,７６６販売手数料
２１６,６４６その他の収益

８,１７３,９４６（８）販売事業費用
７,５９２,９２４販売品販売原価
２９９,６９４販売費
２８１,３２７その他の費用

９うち貸倒引当金繰入額
２８１,３１７うちその他費用

１,１１８,６９３販売事業総利益

（単位：千円）
はが野農業協同組合
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●損益計算書●

金　　額科　　　　目
７１,３８２（９）保管事業収益
３７,６３６（１０）保管事業費用

３３,７４６保管事業総利益
１２,３４７（１１）加工事業収益
１１,５４４（１２）加工事業費用

８０２加工事業総利益
７２５,２５５（１３）利用事業収益

３５２,３８４共同乾燥施設収益
３７２,８７０その他利用収益

６５３,６６３（１４）利用事業費用
３００,００２共同乾燥施設費用
３５３,６６１その他利用費用

７１,５９２利用事業総利益
１７,９１４（１５）宅地等供給事業収益
９,６９２（１６）宅地等供給事業費用

８,２２１宅地等供給事業総利益
５８０,８９１（１７）福祉事業収益
３２６,３１８（１８）福祉事業費用

２５４,５７２福祉事業総利益
１９,８１８（１９）指導事業収入
９９,９７２（２０）指導事業支出

△ ８０,１５３指導事業収支差額
４,０１５,０８９２．事業管理費

２,９８４,１２６（１）人件費
２４７,７６３（２）業務費
１４６,８９２（３）諸税負担金
５９８,７７４（４）施設費
３７,５３２（５）その他事業管理費

１０２,９０９事業利益
３３９,２４６３．事業外収益

８,０４６（１）受取雑利息
２５２,０９２（２）受取出資配当金
４８,５２９（３）賃貸料
７,９２７（４）償却債権取立益
２２,６５２（５）雑収入

３４,４３５４．事業外費用
１,５２２（１）寄付金
３２,９１３（２）雑損失

４０７,７２０経常利益
１５,４７０５．特別利益

５,２７９（１）固定資産処分益
７,７８２（２）一般補助金
２,４０８（３）その他の特別利益

６４,５４２６．特別損失
１,１１４（１）固定資産処分損
７,７８２（２）固定資産圧縮損
５０,２７５（３）減損損失
５,３６９（４）その他の特別損失

３５８,６４８税引前当期利益
９８,８２１（１）法人税・住民税及び事業税
△１０,７６９（２）法人税等調整額

８８,０５２７．法人税等合計
２７０,５９６当期剰余金
２８３,２８５当期首繰越剰余金
５５３,８８１当期未処分剰余金
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Ⅴ 注 記 表
　 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況はありません。継続組合の前提に

関する注記

１．次に掲げる資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券
　　ア．満期保有目的の債券・・・・・　償却原価法（定額法）
　　イ．子会社株式・・・・・・・・・　移動平均法による原価法
　　ウ．その他の有価証券
　　　　・時価のあるもの・・・・・・　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　　　　・市場価格のない株式等・・・　移動平均法による原価法

　②棚卸資産
　　ア．購買品（生産資材）・・・・・　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）
　　イ．購買品（生活物資）・・・・・　売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

重要な会計方針に
係る事項に関する
注記

２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採
用しています。
　また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定
に基づき、３年間で均等償却を行っています。

②無形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法により償却しています。

３．引当金の計上基準
①貸倒引当金
　貸倒引当金は、資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しています。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及
びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら
れる額を計上しています。
　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に
見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当ててい
ます。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績率の過去の一定期間にお
ける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しており
ます。
　全ての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

②外部出資等損失引当金
　外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証
券の評価と同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、
必要と認められる額を計上しています。

③賞与引当金
　職員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分を
計上しています。

④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しています。
ア．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方
法については、期間定額基準によっています。
イ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間に
基づく年数（１１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しています。

⑤ポイント引当金
　事業利用の促進を目的とするポイント制度に基づき組合員・利用者に付与したポイント
の使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来発生すると見込まれる額
を計上しています。

重要な会計方針に
係る事項に関する
注記

４．収益及び費用の計上基準
　当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号２０２０年３月３１日）及び「収
益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３０号２０２１年３月２６日）を適用
しており、約束した財又はサービスの支配が利用者等に移転した時で、もしくは、移転するに
つれて当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりで
す。

①購買事業
　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、
当組合は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っています。この利用者
等に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認
識しています。

②販売事業
　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で業者等に販売する事業であり、当
組合は利用者等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務を負っています。この利用者等
に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識
するほか、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３０号２０２１年３
月２６日）第９８項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しています。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
③利用事業
　カントリーエレベーター・ライスセンター・育苗センター・共同選果場等の施設を設置
して、共同で利用する事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務
を負っています。この利用者等に対する履行義務は、各種施設の利用が完了した時点で充
足することから、当該時点で収益を認識しています。

④高齢者福祉事業
　要介護者を対象にしたデイサービス・訪問介護・ケアプラン作成等の介護保険事業や高
齢者生活支援事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っ
ております。この利用者等に対する履行義務は、施設の利用時点やサービスの提供時点で
充足することから、当該時点で収益を認識しています。

重要な会計方針に
係る事項に関する
注記

５．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
で、会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっています。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、固定資産に係る
控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し､５年間で均等償却を行っています。

７．決算書類に記載した金額の端数処理の方法
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、表示単位未満の科目については「０」
で、取引がない場合は「―」と表示しています。

８．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項
①事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法
　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。
よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。
　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則にしたが
い、各事業間の内部損益を除去した額を記載しています。

②当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について
　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純
額で収益を認識して、購買手数料として表示しております。

③共同計算
　当組合は生産者が生産した農産物を無条件委託販売により販売を行い、販売代金と販売
に要する経費をプ－ル計算することで生産者に支払いをする共同計算を行っております。
そのうち、米については販売をＪＡが行いプール計算を行う「ＪＡ共同計算」を行ってお
ります。
　共同計算の会計処理については、貸借対照表の経済受託債権に、受託販売について生じ
た委託者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支払った概算金、仮精算金を計上して
おります。また、経済受託債務に、受託販売品の販売代金（前受金を含む）を計上してお
ります。
　共同計算に係る収入（販売代金等）と支出（概算金、販売手数料、倉庫保管料、運搬費
等）の計算を行い、残額を精算金として生産者に支払った時点において、経済受託債権及
び経済受託債務の相殺後の経済受託債務残高を減少する会計処理を行っております。

（追加情報）
　改正企業会計基準第２４号会計方針の変更、会計上の変更及び誤謬の改正に関する会計基
準の適用に伴い、共同計算に関する事項を、その他計算書類等の作成のための基本となる
重要な事項に記載しております。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
１．収益認識に関する会計基準等の適用
　当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号２０２０年３月３１日。以下「収
益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第３０号２０２１年３月２６日）を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が利用者等に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

①収益の計上時期の変更
　販売事業の一部の取引において、従来は、仕切り書が到達した時点で収益を認識してい
ましたが、販売品の引き渡し時点で収益を認識する方法に変更しております。
　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度における販売手数料が２,４９９千円増加して
おり、その結果、事業利益、経常利益及び税引前当期利益がそれぞれ同額増加しています。
　なお、当該会計方針の変更による影響は軽微なため、遡及適用は行っていません。

②代理人取引に係る収益認識
　財又はサービスを利用者等に移転する前に支配していない場合、すなわち、利用者等に
代わって調達の手配を代理人として行う取引については、従来は、利用者等から受け取る
対価の総額を収益として認識しておりましたが、利用者等から受け取る額から受入先（仕入
先）に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。
　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度における購買品供給高が１,０６８,８３４千円、購
買品供給原価が１,０１８,９２９千円それぞれ減少し、購買手数料が４９,９０５千円増加しています。
これによる当事業年度における損益の影響はありません。

③購買事業における支払奨励金の会計処理
　購買事業において、利用者等に対して支払う各種奨励金等が顧客へ支払われる対価と認
められる場合、従来は購買事業費用その他費用として計上していましたが、取引価格から
減額する方法に変更しております。
　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度における購買品供給高は２５,３０２千円、購買
事業費用その他費用が２５,３０２千円それぞれ減少しています。これによる当事業年度におけ
る損益の影響はありません。

会計方針の変更に
関する注記

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第３０号２０１９年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第１９項及び「金融商
品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号２０１９年７月４日）第４４－２項に定める経過的な取
扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ
とといたしました。これによる当事業年度の計算書類への影響はありません。

１．固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した減損損失 ５０,２７５千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ア．算定方法
　「損益計算書に関する注記」の「２．減損会計適用による固定資産の減損損失」に記載
しています。

イ．主要な仮定
　固定資産の減損損失の認識、測定において、将来キャッシュ・フローについては、単
年度事業計画等を基礎として算出しており、計画年度以降の将来キャッシュ・フローや、
割引率等については、一定の仮定を設定して算出しています。

ウ．翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
　これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受け、翌事業年
度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

会計上の見積りに
関する注記

第
１
号
議
案
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
２．貸倒引当金
①当事業年度の計算書類に計上した金額　貸倒引当金  ２６４,００７千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ア．算定方法
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「３．引当金の計上基準」の「①貸倒引
当金」に記載しています。

イ．主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の返済能力を個別
に評価し、設定しています。

ウ．翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事
業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

会計上の見積りに
関する注記

１．圧縮記帳額
　有形固定資産の取得価格から控除している圧縮記帳額は８,１３６,２８０千円であり、その内訳は
次のとおりです。
　　建物 ３,８８８,９９４千円 構築物 ６７３,２６０千円
　　機械装置 ３,３６１,２５９千円 車両運搬具  ２８,８５５千円
　　工具器具備品 １３２,５３６千円 土地  ５１,３７４千円

貸借対照表に
関する注記

２．担保に供した資産等
　担保に供した資産等は次のとおりです。
・担保に供している資産
　　預金  ６,４５２,０５０千円
・担保資産に対応する債務
　　為替決済に係る債務（上限）  ６,４５０,０００千円
　　公金取扱にかかる決済保証金  ２,０５０千円

３．子会社等に対する金銭債権・債務の額
金銭債権の総額 １６,５９０千円
金銭債務の総額  ３１８,８５１千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の額
金銭債権の総額 ５１,８００千円



４１

注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
５．債権のうち農業協同組合法施行規則第２０４条第１項第１号ホ（２）（ⅰ）から（ⅳ）までに
掲げるものの額及びその合計額

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

３．要管理債権
　「４．三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「５．貸出条件緩和債権」に該当する貸出
金の合計額です。

４．三月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更
生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。

５．貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものです。

貸借対照表に
関する注記

１．子会社等との取引高の総額
①子会社等との取引による収益総額 １１,２５７千円
　うち事業取引高  ４,２８１千円
　うち事業取引以外の取引高  ６,９７５千円

②子会社等との取引による費用総額 ３０,１３２千円
　うち事業取引高 ３０,１３２千円

損益計算書に
関する注記

２．減損会計適用による固定資産の減損損失
　当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗に
ついては支店ごとに、また、遊休資産及び賃貸固定資産については各固定資産をグルーピン
グの最小単位としています。本店及び営農関連施設については、他の資産グループのキャッ
シュ・フローの生成に寄与していることから、共用資産と認識しています。
　減損損失の兆候がある資産または資産グループについては、全て割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額との比較を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回る資産または資産グループについて、減損損失を認識いたしました。
　減損損失の内訳は次のとおりです。

金　　額債　権　区　分
２７４,１１６破産更生債権及びこれらに準ずる債権
２６８,４２０危険債権

－要管理債権
－三月以上延滞債権
－貸出条件緩和債権

５４２,５３６合　　計

（単位：千円）

第
１
号
議
案
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
損益計算書に
関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団
体等へ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けているほか、国債や社債等有価証券に
よる運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価
証券であり、貸出金は組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらされ
ています。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及びその他有価証券で保有しています。
これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされて
います。

金融商品に関する
注記

回収可能価額の
算定方法

種類ごとの
減損損失額
（千円）

減損損失の認識に至った経緯
資産名

区分
場　所

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円 １,７３８
器具備品 円  ３,２４６

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか大内
一般
資産

真岡市飯貝

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円  ３,０６２
回収可能額が帳簿価額ま
で達していない為、帳簿
価額を回収可能額まで減
額しています。

すこやか茂木
一般
資産

茂木町大字増井

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

器具備品 円円円 ７５
回収可能額が帳簿価額ま
で達していない為、帳簿
価額を回収可能額まで減
額しています。

すこやか南高
一般
資産 芳賀町大字

上稲毛田

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円 ２２,１７２
構築物 円円円円 １３
土地 円円円円  ６５７

回収可能額が帳簿価額ま
で達していない為、帳簿
価額を回収可能額まで減
額しています。

旧益子支所
賃貸
資産

益子町大字益子

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円 １９,３０８
回収可能額が帳簿価額ま
で達していない為、帳簿
価額を回収可能額まで減
額しています。

旧野菜塩蔵
処理加工所賃貸

資産
真岡市高田

建物 円円円 ４６,２８２
構築物 円円円円 １３
器具備品 円  ３,３２１
土地 円円円円  ６５７

種 類 ご と の 合 計

５０,２７５総　 合　 計
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
③金融商品に係るリスク管理体制
ア．信用リスクの管理
　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定し
ています。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店との
連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先の償還能力の
評価を行うとともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま
す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取
り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引
当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

イ．市場リスクの管理
　当組合では、金利リスク、価格変動リスク等の市場性リスクを的確にコントロールす
ることにより、収益の確保及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性
維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
等を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及び当
組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、理事会において運用方
針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情
報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬ
Ｍ委員会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買を行っています。運用部門が
行った取引については、リスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし、
定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）
　当組合で保有している金融商品は、全てトレーディング目的以外の金融商品です。当
組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券及び貯金です。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理
的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しています。
　金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる
金利が０.５％上昇したものと想定した場合には、経済価値が８８８,６１２千円減少するものと把
握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他
のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影
響が生じる可能性があります。

ウ．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成
し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判
断を行う上で重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したう
えで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場
価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれていま
す。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品に関する
注記
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
２．金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めず③に記載しています。

②金融商品の時価の算定方法
ア．資産
ａ．預金
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフ
リーレートである翌日物金利スワップ（Ｏｖｅｒｎｉｇｈｔ　Ｉｎｄｅｘ　Ｓｗａｐ
　以下ＯＩＳという）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定
しています。

ｂ．有価証券
　債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

ｃ．貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の
信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることか
ら当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の
合計額をリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当金を
控除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額か
ら貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

イ．負債
ａ　貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしています。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッ
シュ・フローをリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた現在価値を時
価に代わる金額として算定しています。

③市場価格のない株式等
　市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含ま
れていません。

金融商品に関する
注記

（注）貸倒引当金は、一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金です。

（単位：千円）
差額時価貸借対照表計上額
△２６,９６４１３２,３０７,１４５１３２,３３４,１１０預金

有価証券
４,００９５０４,０２０５００,０１０　満期保有目的の債券
－１９,６０４,９９０１９,６０４,９９０　その他有価証券

３８,２３１,６９１　貸出金
△２１１,８６１　　貸倒引当金

２０７,９９１３８,２２７,８２１３８,０１９,８３０　　貸倒引当金控除後
１８５,０３６１９０,６４３,９７７１９０,４５８,９４０資産計
△７７,２０７１９３,００１,２４２１９３,０７８,４５０貯金
△７７,２０７１９３,００１,２４２１９３,０７８,４５０負債計

（単位：千円）
貸借対照表計上額

１５,４１２,９８１外部出資
△２,０８６外部出資等損失引当金

１５,４１０,８９５外部出資（引当金控除後）
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（注）外部出資のうち、市場において取引されていない株式や出資金等については、「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」企業会計基準適用指針第１９号２０１９年７月４日）第５項に
基づき、時価開示の対象とはしておりません。

④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　⑤その他の有利子負債の決算日後の返済予定額

金融商品に関する
注記

１．有価証券の時価、評価差額に関する事項
①満期保有目的の債券で時価のあるもの
　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。

有価証券に関する
注記

（単位：千円）

（注）１．貸出金のうち当座貸越 ６４６,２８８千円については「１年以内」に含めています。また、
期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。

　　２．三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 ３９０,０６２千円は償還の予定が見込
まれないため、含めていません。

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

－－－－－１３２,３３４,１１０預金
有価証券

－１００,０００－－－４００,０００満期保有目的の債券

１９,４００,０００１,２００,０００２００,０００１００,０００－－その他有価証券のう
ち満期があるもの

２４,２２８,０９１２,３９６,７１７２,３４７,５０１２,４９３,０３７２,６９４,８６５３,６８１,４１３貸出金
４３,６２８,０９１３,６９６,７１７２,５４７,５０１２,５９３,０３７２,６９４,８６５１３６,４１５,５２３合　　計

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

２,０００１,３５４,１８１１,０３４,９９８４,６９８,３５８１２,３６７,９００１７３,６２１,０１１貯金
（注）１．貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。

（単位：千円）

差　　額時　　価貸借対照表
計上額

６５４１００,６７０１００,０１５政府保証債時価が貸借対照表計
上額を超えるもの ３,３５４４０３,３５０３９９,９９５社　債

４,００９５０４,０２０５００,０１０合　　計
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②その他有価証券で時価のあるもの
　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこ
れらの差額については、次のとおりです。

③株式会社未来ちゃんファーム
　当年度中において、２９,７９９千円減損処理を行っています。
　株式会社未来ちゃんファームについては、令和４年度時点での債務超過の状況を鑑み、
当面（概ね５年程度）の回復可能性を考慮し減損処理を行っています。

④株式会社栃木県畜産公社
　当年度中において、３,１９９千円減損処理を行っています。
　株式会社栃木県畜産公社については、令和４年度時点での債務超過の状況を鑑み、当面
（概ね５年程度）の回復可能性を考慮し減損処理を行っています。

有価証券に関する
注記

１．退職給付債務の内容
①採用している退職給付制度
　職員の退職給付金に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用してい
ます。また、この制度に加え、同規程に基づく退職給付の一部に充てるため、一般財団法人
全国農林漁業団体共済会との契約による特定退職金共済制度及び全共連との契約による確
定給付型年金制度を採用しています。
　なお、下記のほか、一般財団法人全国農林漁業団体共済会への積立額は７５４,７５９千円あり、
今年度、退職給付掛金３８,０１５千円を福利厚生費に計上しています。

②退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における退職給付債務 ２,０４８,０００千円
　　　勤務費用 １０８,８３９千円
　　　利息費用 ３,３２５千円
　　　数理計算上の差異の発生額 △１１９,９６２千円
　　　退職給付の支払額 △１０８,４６８千円
　　期末における退職給付債務 １,９３１,７３５千円

③年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における年金資産 ３７３,２７４千円
　　　期待運用収益 ２,９９８千円
　　　数理計算上の差異の発生額 △５１１千円
　　　確定給付型年金制度への拠出金 ２０,４０６千円
　　　退職給付の支払額 △２９,２７５千円
　　期末における年金資産 ３６６,８９１千円

退職給付に関する
注記

（単位：千円）

差　　額貸借対照表
計上額

取得原価又は
償却原価

１２０,０７６２,１９３,７９０２,０７３,７１３国　債貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

３７,５３３８３７,７２０８００,１８６社　債

１５７,６１０３,０３１,５１０２,８７３,８９９小　計

△１,４８７,５６９１４,６０６,７９０１６,０９４,３５９国　債貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えないもの

△１３３,３１０１,９６６,６９０２,１００,０００社　債

△１,６２０,８７９１６,５７３,４８０１８,１９４,３５９小　計

△１,４６３,２６９１９,６０４,９９０２１,０６８,２５９合　　計

なお、上記差額合計の△１,４６３,２６９千円を「その他有価証券評価差額金」に計上しています。
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④退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　　　退職給付債務 １,９３１,７３５千円
　　　年金資産 △３６６,８９１千円
　　未積立退職給付債務 １,５６４,８４４千円
　　　未認識数理計算上の差異 ７６,１８５千円
　　貸借対照表計上額純額 １,６４１,０２９千円
　　　退職給付引当金 １,６４１,０２９千円

⑤退職給付費用及びその内訳項目の金額
　　　勤務費用 １０８,８３９千円
　　　利息費用 ３,３２５千円
　　　期待運用収益 △２,９９８千円
　　　数理計算上の差異の費用処理額 ５８,４０２千円
　　合計 １６７,５７０千円

⑥年金資産の主な内訳
　　一般勘定 １００％

⑦長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と
年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してい
ます。

⑧割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
　　ア．割引率 ０.７１８％
　　イ．長期期待運用収益率 ０.７７５％

退職給付に関する
注記

２．特例業務負担金
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の
統合を図るための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条に基づき、旧農
林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金４２,５９７千円を含めて計上しています。
　なお、同組合より示された令和４年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負担金
の将来見込額は、４４０,００６千円となっています。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金 ３８,６２３千円
　　　賞与引当金 ５１,５６５千円
　　　未払事業税 ５,６８７千円
　　　退職給付引当金 ４５４,５６５千円
　　　減損損失 １２５,０４１千円
　　　貸付未収利息未計上 ６０,５３７千円
　　　その他有価証券評価差額金 ４０５,３２５千円
　　　その他 ６３,３４６千円
　　　繰延税金資産小計 １,２０４,６９１千円
　　　評価性引当額 △５８９,６１２千円
　　　繰延税金資産合計（ａ） ６１５,０７９千円
　　繰延税金負債
　　　全農外部出資評価益（合併交付金） △７,２８９千円
　　　繰延税金負債合計（ｂ） △７,２８９千円
　　繰延税金資産の純額（ａ＋ｂ） ６０７,７９０千円

税効果会計に
関する注記
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②法定実効税率と法人税等の負担率との間の重要な差異の主な内訳
　　法定実効税率 ２７.７％
　　（調　整）
　　　交際費等永久に損金に算入できない項目 ２.８％
　　　受取配当金等永久に益金に算入できない項目 △９.８％
　　　住民税均等割等 ２.０％
　　　評価性引当額の増減 ２.０％
　　　その他 △０.２％
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２４.５％

税効果会計に
関する注記

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しております。

収益認識に関する
注記

１．貸借対照表に計上している資産除去債務
①当該資産除去債務の概要
　当組合の賃貸施設の一部は、設置の際に土地所有者との事業用定期借地権契約や不動産
賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産除去債務を計上
しています。また、当該施設に使用されている有害物質を除去する義務に関しても資産除
去債務を計上しています。

②当該資産除去債務の金額の算定方法
　当該施設は事業外賃貸資産にあたり、早期処分を前提としているため、支出までの見込
期間及び割引率は考慮せず、単年で全額を計上しています。

③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減
　　期首残高 －千円
　　　有形固定資産の早期処分に伴う増加額 ３８,１５１千円
　　　時の経過による調整額 －千円
　　　資産除去債務の履行による減少額 －千円
　　期末残高 ３８,１５１千円

その他の注記

２．貸借対照表に計上している以外の資産除去債務
　当組合は、下記の施設に関して、不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復にかか
る義務を有していますが、当該施設は当組合が事業を継続する上で必須の施設であり、時点
では除去は想定していません。また、移転が行われる予定もないことから、資産除去債務の
履行時期を合理的に見積もることができません。そのため、当該義務に見合う資産除去債務
を計上していません。

所在地使用目的種　別
真岡市中郷　他真岡支店敷地　他８ヶ所事務所
真岡市京泉　他中央カントリーエレベーター敷地　他１ヶ所カントリーエレベーター
真岡市飯貝　他大内ライスセンター敷地　他５ヶ所ライスセンター
芳賀町大字祖母井　他芳賀一元集荷場敷地　他１ヶ所集荷場
真岡市飯貝　他大内中央低温倉庫敷地　他２ヶ所農業倉庫
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料

１．組合員資本

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　類

３,９５６,１１４１３２,０５３１２７,９６４３,９６０,２０３出 資 金
６９,６２３――６９,６２３資 本 準 備 金

１４,０２０,８０９３２１,６５９５３３,２６４１３,８０９,２０４利 益 剰 余 金
５,７４４,９１８―１００,０００５,６４４,９１８利 益 準 備 金
８,２７５,８９０３２１,６５９４３３,２６４８,１６４,２８５そ の 他 利 益 剰 余 金
２,０１５,１９９――２,０１５,１９９特 別 積 立 金
２,４２０,０００―３７,６４２２,３８２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１――１０,０９１肥 料 価 格 安 定 事 業 準 備 金
５６０,０００――５６０,０００教 育 基 金 積 立 金
５００,０００――５００,０００営 農 施 設 設 置 運 営 積 立 金
５００,０００――５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５９７,０２１―３８,６５２５５８,３６８税 効 果 調 整 積 立 金
３６９,６９６―６,３７２３６３,３２４事業体制再編整備運営積立金
７５０,０００―８０,０００６７０,０００経 営 安 定 化 積 立 金
５５３,８８１３２１,６５９２７０,５９６６０４,９４５当 期 未 処 分 剰 余 金
△１６,２８６△１５,７３１△１６,４３６△１５,５８１処 分 未 済 持 分

１８,０３０,２６０４３７,９８１６４４,７９２１７,８２３,４４９合　 　 計

（注）　利益準備金、その他利益剰余金（当期未処分剰余金を除く）の当期増加額については、令和３年度剰余金
処分により増加したものです。

Ⅵ 附 属 明 細 書
令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで

（単位：千円）
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積立目標額等及び取崩基準積立目的項　　目
（積立目標額）
各事業年度末貯金残高×１.５／１,０００
（取崩基準）
信用事業の改善発展のための支出は、信用事業の
機械情報化・サービスの充実及び金融ビックバン
等への諸対応のために支出できるものとする。

組合員の期待と信頼に応える事業
機能を発揮するために強固な財務
基盤を確立するため。

信用事業
基盤整備強化積立金

（積立目標額）
「営農相談・施肥コスト抑制運動基本要領」に基
づき全農栃木県本部が示す額（面積予約数量×一
定の単価）
（取崩基準）
肥料価格の期中改定により値上がりが発生した場
合には、「営農相談・施肥コスト抑制運動基本要
領」に基づき取崩す。

肥料価格の年間安定を図るため。肥料価格安定事業
準備金

（積立目標額）
組合員一人当たり、５０,０００円を目標に９億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合、当該目的積立金の全
額を取崩す。

組合における教育活動を長期的か
つ安定的に実施するため。教育基金積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合及び事業を廃止した場
合は全額を取崩す。

農業生産コストの低減を図る優良
な営農施設の設置及びその安定的
運営に必要な財務基盤を確立する
ため。

営農施設
設置運営積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目標が達成された場合及び事業を廃止した場
合は全額を取崩す。

デイサービスセンター等高齢者福
祉関連施設の設置とその安定的な
運営及び高齢者福祉活動の促進に
必要な財務基盤を確立するため。

高齢者福祉事業
運営積立金

（積立目標額）
税効果会計による繰延税金資産相当額
（取崩基準）
法人税等の前払金額が回収された年度においてそ
の回収金額を取崩す。

税効果会計による繰延税金資産（法
人税等の前払い分）について将来の
減少に備えるため。

税効果調整積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合は、各事業年度末にお
いて整備対象施設の償却費相当額を取崩す。

事業実施体制の再構築を図るため、
店舗の統合再編及び経済事業改革
に伴う新たな施設の設置に必要な
財務基盤の確立と円滑な運営に充
てるため。

事業体制再編整備
運営積立金

（積立目標額）
１０億円
（取崩基準）
次の事項が生じた場合は、理事会の決議により取
崩すことができる。
①大規模災害等による被害が発生した場合の事業
継続のために施設復旧等に要する費用
②不良債権の引当・償却、及び固定資産等の資産
の減損処理等による費用
③一時的な拠出等による費用
④会計基準変更による影響額
⑤その他、経営安定に重大な影響を及ぼす費用

大規模災害、債権の引当・償却、固
定資産の減損処理、一時的な拠出
に伴う剰余金の減少に対応し、必
要な財務基盤を確立するため。

経営安定化積立金

任意積立金である目的積立金の積立目的等は次のとおりです。

●附属明細書●
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２．固定資産

償　却
累計率
　　 ×１００

減価償却
累計額
（F）

当　期
償却額
（E）

当期末
残　高

（D）＝（A）+（B）－（C）

当　期
減少額
（C）

当　期
増加額
（B）

当期首
残　高
（A）

種　　類

７３.４３６,３７９,０７５１４５,６３６８,６８６,４０４７２,５１４
（４６,２８２）２８４,３６０８,４７４,５５７建 物

有
形
固
定
資
産

８４.６７１,１９１,１６６２７,４２０１,４０６,７２１４１,５６９
（１３）７０,７０４１,３７７,５８６構 築 物

８６.７５３,５８８,９００１５３,３８９４,１３６,７４９１,３５３１８,８１２４,１１９,２９１機 械 装 置

９９.９９１７７,７２６―１７７,７２６１５,２４０―１９２,９６７車 両 運 搬 具

９０.５５６５８,０５８２９,９３２７２６,７３２１８,４５０
（３,３２１）３８,７１０７０６,４７２工 具 器 具 備 品

１,１５９,５０４７６８
（６５７）７,０００１,１５３,２７２土 地

―２９０,１５８２６８,９９１２１,１６７建 設 仮 勘 定

１１,９９４,９２８３５６,３７９１６,２９３,８３９４４０,０５５
（５０,２７５）６８８,５７９１６,０４５,３１４計

６,５９４１２,８８１６,５９４―１９,４７５ソ フ ト ウ ェ ア

無
形
固
定
資
産

７,６０２２８８―７,８９０電 話 加 入 権

１４２１,２４７１４２６７３７１６上下水道加入金

２２１４７２２―１６９そ の 他

６,７５９２１,８７８７,０４７６７３２８,２５２計

１１,９９４,９２８３６３,１３９１６,３１５,７１７４４７,１０２
（５０,２７５）６８９,２５２１６,０７３,５６７合　 　 計

（単位：千円、％）

（注）１．「当期減少額」欄の（　　）内は内書きで、減損損失の計上額です。
　　２．「当期償却額」欄は事業外費用に計上した遊休資産、賃貸資産及び太陽光発電設備の減価償却費（８,８０２

千円）を含みます。
　　３．建物の当期増加額の主なものは、市貝支店建物（１９７,５４９千円）の取得によるものです。

（F）
（D）
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３．外部出資

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）出 　資 　先

１１,８３５,５４０――１１,８３５,５４０農 林 中 央 金 庫
系　

統　

出　

資

４６９,７００――４６９,７００全国農業協同組合連合会

２,４８７,２００――２,４８７,２００全国共済農業協同組合連合会

１,８９０――１,８９０日本文化厚生農業協同組合連合会

１４,７９４,３３０――１４,７９４,３３０計

０――０株 式 会 社 農 協 観 光

株　
　

式

系　

統　

外　

出　

資

８００――８００もおか鬼怒公園開発株式会社

５,０００――５,０００真 岡 鐵 道 株 式 会 社

５００――５００株式会社二宮金次郎商店

２,０００――２,０００株 式 会 社 も て ぎ プ ラ ザ

１,５００――１,５００芳賀町ロマン開発株式会社

１００――１００株 式 会 社 日 本 農 業 新 聞

１,０００――１,０００ＪＡ栃木人材派遣株式会社

１６６,８００――１６６,８００株式会社ＪＡエルサポート

２,０００――２,０００株式会社ましこカンパニー

０３,１９９―３,２００株式会社栃木県畜産公社

３８８,９５０――３８８,９５０栃木県農業信用基金協会そ
の
他 １――１農林水産業協同組合貯金保険機構

５６８,６５１３,１９９―５７１,８５１計

５０,０００――５０,０００はが野サービス株式会社
株
式子

会
社 ０２９,７９９―２９,８００株式会社未来ちゃんファーム

５０,０００２９,７９９―７９,８００計

１５,４１２,９８１３２,９９９―１５,４４５,９８１合　 　 計

（単位：千円）
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４．引当金等

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額（C）当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　　類

その他目的使用

２６４,００７２４４,６８５１,６８９２６４,００７２４６,３７５貸 倒 引 当 金

４３,３８７３０,１６０－４３,３８７３０,１６０一 般 貸 倒 引 当 金

４１,９６３２９,４４４－４１,９６３２９,４４４う ち 信 用 事 業

１,３７８６８３－１,３７８６８３う ち 購 買 事 業

３１２２－３１２２う ち 販 売 事 業

１３１０－１３１０う ち そ の 他 事 業

２２０,６２０２１４,５２５１,６８９２２０,６２０２１６,２１５個 別 貸 倒 引 当 金

１６９,８９８１７１,８５４１,６８９１６９,８９８１７３,５４３う ち 信 用 事 業

４７,６８３３９,１６４－４７,６８３３９,１６４う ち 購 買 事 業

３,０３８３,５０６－３,０３８３,５０６う ち そ の 他 事 業

２,０８６１４５３２,９９９－３５,２３１外 部 出 資 等 損 失 引 当 金

１８６,１５８－１８７,４０８１８６,１５８１８７,４０８賞 与 引 当 金

１,６４１,０２９－９９,５９９１６７,５７０１,５７３,０５７退 職 給 付 引 当 金

１２,３７５６８１１,９４６１０,６５０１３,７３９ポ イ ン ト 引 当 金

２,１０５,６５７２４４,８９８３３３,６４３６２８,３８７２,０５５,８１２合　 　 計

（注）１．計上理由及び算定方法は「注記表」＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞に記載しています。
　　２．上記貸倒引当金「当期減少額」欄のうち、「その他」欄については、洗い替えによる減少額を表示して

います。

（単位：千円）
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５．子会社等との取引並びに子会社等に対する債権及び債務
　　　（１）子会社等との取引

摘　　要費用総額収益総額取引内容会　社　名
車両修理等１,９８６－信 用 事 業

はが野サービス株式会社
（子会社）

収益は共済付加収入
費用は自賠責取次手数料、
車両修理費等

６,６５０２６３共 済 事 業

収益は購買品供給高
費用は購買雑費等２,８０３９４購 買 事 業

車両修理費１,９５１－販 売 事 業
車両修理費等１６,７４０－そ の 他 事 業
固定資産賃貸借等－６,７９７事 業 外

３０,１３２７,１５５計
購買品供給高－３,９２３購 買 事 業

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社） 固定資産賃貸借－１７８事 業 外

－４,１０１計
３０,１３２１１,２５７合　　計

（単位：千円）

　　　（２）子会社等に対する債権及び債務

債　　務債　　権
取引内容会　社　名

当期増減（△）額当期末残高当期首残高当期増減（△）額当期末残高当期首残高
９,２６３３１５,８０２３０６,５３８－－－貯 金

はが野サービス株式会社
（子会社）

８０６３,０４９２,２４２－－－未 払 金
－－－－７７購買未収金

１０,０７０３１８,８５１３０８,７８０－７７計
－－－－－－貯 金

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社）

－－－６,０３８１４,８５３８,８１５当 座 貸 越
－－－△４００１,２００１,６００貸 出 金
－－－５５２８５２３購買未収金
－－－５,６４３１６,５８２１０,９３８計

１０,０７０３１８,８５１３０８,７８０５,６４３１６,５９０１０,９４６合　　計

（単位：千円）
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６．事業管理費

金　　額内　訳　科　目損益計算書科目
７８,６１２役員報酬

人 件 費

２,１１９,３０９給料手当
（１８６,１５８）（うち賞与引当金繰入額）
６１８,６３４福利厚生費
１６７,５７０退職給付費用
２,９８４,１２６計
１２,２６５会議費

業 務 費

７６８接待交際費
１６,５４８宣伝広告費
１９,３３６通信費
７,８４４印刷･消耗品費
１１,０６２図書･研修費
１７６,６８８業務委託費
３,２４９旅費
２４７,７６３計
７６,１２７租税公課

諸 税 負 担 金 ６６,３２３支払賦課金
４,４４１分担金
１４６,８９２計
３５４,３３６減価償却費

施 設 費

３６,８０５保守修繕費
２４,８５０保険料
５８,６０２水道光熱費
８９,０３４賃借料
３,３７７消耗備品費
２,４５３車両費
２９,３１４施設管理費
５９８,７７４計
３７,４５６雑費

その他事業管理費 ７５設備借入金利息
３７,５３２計

４,０１５,０８９合　　計
（注）退職給付費用のなかには確定給付企業年金掛金を含み、福利厚生費には退職給付掛金を含みます。

（単位：千円）

７．その他の重要な事項
　　　該当する事項はありません。



５６

Ⅶ　令和４年度剰余金処分案
　

合　計金　　　額科　　　目

５５３,８８１,７２０１．当期未処分剰余金

２９６,４４０,６９６２．剰余金処分額

９５,０８１,２００（１）利益準備金

１６６,０４８,３４１（２）任意積立金

１０,７６９,２０６税 効 果 調 整 積 立 金

５,２７９,１３５事 業 体 制 再 編 整 備 運 営 積 立 金

１５０,０００,０００経 営 安 定 化 積 立 金

３５,３１１,１５５（３）出資配当金

２５７,４４１,０２４３．次期繰越剰余金

（令和５年５月２６日）

（注）１．出資配当金は年０.９％の割合です。
　　２．任意積立金である目的積立金の積立目的、積立目標、積立基準及び取崩基準は、

附属明細書に記載しております。
　　３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰

越額２０,０００千円が含まれています。

（単位：円）
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料会計監査人監査報告書

謄本
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料監事監査報告書

謄本

監 査 報 告 書
　私たち監事は、令和４年３月１日から令和５年２月２８日までの令和４年度の理事の職務の執行を
監査しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　各監事は、当組合の監事監査規程に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図るほか、監
査の方針、監査計画等に従い、理事、内部監査部門その他の職員等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社等については、子会社等の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社等から事業の報告を受けました。
　②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（農協法施行規則
第１５１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対
照表、損益計算書、注記表及び剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、組合の状況を正しく示しているものと
認めます。
　②理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人みのり監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和５年４月２７日　　　　　　
はが野農業協同組合　　　　　
代表監事　　水楢　房一　　
常勤監事　　小島　和子　　
監　　事　　赤羽　正行　　
監　　事　　苅田　　聡　　
監　　事　　小玉　貴浩　　
監　　事　　髙木　哲男　　
監　　事　　戸祭　元広　　
監　　事　　小林　　茜　　

（注）監事小林　茜は農協法第３０条第１４項に定める員外監事であります。
以上

監査従事延べ人員監　査　対　象監　査　期　日 計補助員監事
７０７随時監査（営農・経済）令和４年７月１１日～ ８月４日（７日間）
１０１期中監査（現金）令和４年８月３１日
１１４７期中監査（購買品）令和４年８月３１日
９４２９６５期中監査（業務・会計）令和４年９月３０日～１０月２７日（９日間）
２１１期末監査（現金）令和５年２月２８日
１２４８期末監査（購買品）令和５年２月２８日
４０４随時監査（本店・支店・各センター）令和５年３月８日～２４日（４日間）
１０１随時監査（内部統制システム）令和５年３月１６日
９４２９６５期末監査（業務・会計）令和５年４月４日～２７日（９日間）

（参考）監査の実施状況

●監査報告書●
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農協法第３７条第１項に基づいた提出資料

（参考１）部門別損益計算書
令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで

１．部門別損益計算書
（単位：千円）

（注）１．上記の（部門別損益計算書の）事業収益、事業費用の「合計」欄は、各事業の収益、費用の単純合
算値を記載しております。一方、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施
行規則にしたがい、各事業間の内部損益（事業収益２７１,２１６千円、事業費用２７１,２１６千円）を除去し
た額を記載しています。よって、両者は一致しておりません。

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業合　　計区　　分

１９,４５４９３８,５７４１４,３６３,９２０１,１７７,５６２１,３４２,７３４１７,８４２,２４７①事 業 収 益

９４,４５５６１７,２０３１２,６９７,６９８８６,４４２２２８,４４９１３,７２４,２４９②事 業 費 用

▲７５,０００３２１,３７１１,６６６,２２２１,０９１,１２０１,１１４,２８４４,１１７,９９８③事 業 総 利 益
（ ① － ② ）

２９７,７６８４２４,０２５１,５６７,３７３８２５,３８９９００,５３１４,０１５,０８９④事 業 管 理 費

（３,９４７）（９,５７０）（２８０,５１６）（２８,９１１）（３１,３９１）（３５４,３３６）⑤（うち減価償却費）

（２７４,８８８）（３６５,５８２）（９８４,５００）（７０３,７４３）（６５５,４１１）（２,９８４,１２６）⑤’（うち人件費）

２５,８４７６８,６３８３７９,３７３１５２,８８１１９４,９１４⑥うち共通管理費

（１,５２３）（２,５８６）（７,４２４）（３,８９２）（３,９４１）⑦（うち減価償却費）

（１０,８６５）（２９,５０６）（１６６,１５５）（６６,５５５）（８５,３１０）⑦’（うち人件費）

▲３７２,７６９▲１０２,６５４９８,８４８２６５,７３０２１３,７５３１０２,９０９⑧事 業 利 益
（ ③ － ④ ）

１０,２８５２７,９３０１５７,２７８６３,０００８０,７５２３３９,２４６⑨事 業 外 収 益

１０,２８５２７,９３０１５７,２７８６３,０００８０,７５２⑩うち共通分

１,０４４２,８３５１５,９６４６,３９４８,１９６３４,４３５⑪事 業 外 費 用

１,０４４２,８３５１５,９６４６,３９４８,１９６⑫うち共通分

▲３６３,５２７▲７７,５５９２４０,１６２３２２,３３６２８６,３０９４０７,７２０⑬経 常 利 益
（⑧＋⑨－⑪）

４６９１,２７３７,１７２２,８７２３,６８２１５,４７０⑭特 別 利 益

４６９１,２７３７,１７２２,８７２３,６８２⑮うち共通分

１,９５６５,３１３２９,９２２１１,９８５１５,３６３６４,５４２⑯特 別 損 失

１,９５６５,３１３２９,９２２１１,９８５１５,３６３⑰うち共通分

▲３６５,０１５▲８１,５９９２１７,４１１３１３,２２３２７４,６２８３５８,６４８⑱税引前当期利益
（⑬＋⑭－⑯）

▲３６５,０１５３１,６６８１７３,７５４７０,２６１８９,３３１⑲営農指導事業分配賦額

▲１１３,２６８４３,６５７２４２,９６１１８５,２９７３５８,６４８⑳
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益
（ ⑱ － ⑲ ）

共通管理費等

▲８２１,６５５

（▲１９,３６７）

（▲３５８,３９３）

▲３３９,２４６

▲３４,４３５

▲１５,４７０

▲６４,５４２
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（注）２．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
（１）共通管理費等
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦

（２）営農指導事業
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦　

　　　３．配賦割合（２の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

２．予算統制の状況
（単位：千円）

３．専属事業損益の内訳
（単位：千円）

４．部門別の資産
（単位：千円）

（注）共通資産の他部門への配賦基準
　　　事業別の資産割合による配賦

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

１００.００３.０３８.２３４６.３６１８.５７２３.８１共 通 管 理 費 等

１００.００８.６７４７.６０１９.２４２４.４９営 農 指 導 事 業

差引c-d決算額d修正後予算額c修正額当初予算額区　　分

１２１,３６０４,０１５,０８９４,１３６,４５０―４,１３６,４５０事業管理費

５５９１９,４５４２０,０１４―２０,０１４収入a
営農指
導事業 ３１,５３３９４,４５５１２５,９８９―１２５,９８９支出b

△３０,９７４△７５,０００△１０５,９７５―△１０５,９７５差引a-b

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

△３６３,５２７△７７,５５９２４０,１６２３２２,３３６２８６,３０９経常利益a
（⑬）

２,４２３６,９８４２７３,０９２２５,０１９２７,４４９減価償却費b
（⑤-⑦）

１６,６０６４３,５４３２３８,０５９９６,２７６１２２,３５８共通管理費等c
（⑥-⑩+⑫）

△３４４,４９７△２７,０３２７５１,３１４４４３,６３２４３６,１１７専属事業損益
a+b+c

共通資産農業関連事業共済事業信用事業合　計区　　分

２１,０２２,５２４２,２７８,７５５７,２２６１９２,０１３,２７８２１５,３２１,７８５事 業 別 の 総 資 産

２,５２５,３０９８,００８２１２,７８８,４６７２１５,３２１,７８５総資産（共通資産配賦後）
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（参考２）子会社等の財産及び損益の状況

○　はが野サービス株式会社

１．子会社の財産及び損益の状況
　①貸借対照表（令和５年２月２８日現在） （単位：千円）

金　　額科　　目金　　額科　　目
（負債の部）（資産の部）

２７,５８２１．流動負債３４０,９２１１．流動資産
１１,６７１購買未払金５１４現金
３,２４２未払費用３１７,７０８預金
１,４９７仮受金１３,６３３購買未収金
３２０未払法人税等１０,３００繰越購買品
３,０１２未払消費税１３４立替金
７,８３８賞与引当金２００仮払金
１１,７１９２．固定負債１１６商品券
１１,７１９退職給付引当金７２９未収収益
３９,３０１負債の部合計１７９差入保証金

（純資産の部）△２,５９４貸倒引当金
５０,０００１．資本金１９,９０５２．固定資産
２７１,５２４２．利益剰余金９,３５１（１）有形固定資産
２２,０００利益準備金３,６８４建物付属設備
７,３４７税効果調整積立金８４２構築物

１８８,６０２施設設置及び廃止積立金１８,１４４機械
５３,５７５繰越利益剰余金２０,８０８車輌運搬具
３２１,５２４純資産の部合計４,２９０器具備品

４,７１９一括償却資産
△４３,１３７減価償却累計額
２,７８４（２）無形固定資産
４２２（３）出資金・長期前払費用
７,３４７（４）繰延税金資産

３６０,８２６負債及び純資産の合計３６０,８２６資産の部合計
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　②損益計算書（令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで） （単位：千円）

金　　額科　　目
１３６,６７２１．事業総利益
４０８,６９０事業収益

３０３,４３６供給高
９７,９７２手数料
７,２８０事業雑収入

２７２,０１８事業費用
２５２,５６４供給原価
１９,６４１事業直接費
△１８７貸倒引当金

１１８,０５０２．販売費及び一般管理費
９５,２９４人件費

３旅費
１０,４６１業務費
１,０８３諸税負担金
７,３５４施設費
３,８３０減価償却費
２２雑費

１８,６２１事業利益
７８７３．事業外収益

５８２経済受取利息
３受取配当金
３預貯金利息

１９８雑収入
－４．事業外費用

１９,４０９経常利益
－５．特別利益
５６．特別損失

５固定資産処分損
１９,４０３税引前当期利益

３,８７７法人税・住民税及び事業税
２,７８９法人税等調整額
６,６６７７．法人税等合計

１２,７３６当期純利益
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【注記事項】
ア．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
・棚卸資産・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産並びに無形固定資産は税法基準により償却しています。

（３）引当金の計上基準
①貸倒引当金
貸倒引当金は決算手続要領に基づく必要相当額を計上しています。

②賞与引当金
　社員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分
を計上しています。
③退職給付引当金
　将来の退職給付債務支給額のうち、当期までに発生していると認められる額を基準と
して計上しています。

（４）その他の重要な会計方針
①消費税等の会計処理の方法 
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

イ．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　ＪＡに対する金銭債権の総額 ３１８,８５１千円
　ＪＡに対する金銭債務の総額 ７千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
　該当する事項はありません。

ウ．株主資本変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

１,０００１,０００普通株式

１,０００１,０００合　　計

（単位：株）
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２．株主資本等変動計算書　
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

３０９,７８８３０９,７８８２５９,７８８８９,４３０１３８,６０２９,７５６２２,０００５０,０００当 期 首 残 高

△１,０００△１,０００△１,０００△１,０００－－－－剰 余 金 の 配 当

株
主
資
本

当
期
変
動
額

１２,７３６１２,７３６１２,７３６１２,７３６－－－－当 期 純 利 益

－－－△５０,３８０５０,０００３８０－－任意積立金の積立

－－－２,７８９－△２,７８９－－任意積立金の取崩

１１,７３６１１,７３６１１,７３６△３５,８５４５０,０００△２,４０８－－当 期 変 動 額 合 計

３２１,５２４３２１,５２４２７１,５２４５３,５７５１８８,６０２７,３４７２２,０００５０,０００当 期 末 残 高
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○株式会社未来ちゃんファーム

１．子会社の財産及び損益の状況
　①貸借対照表（令和５年２月２８日現在） （単位：千円）

金　　額科　　目金　　額科　　目
（負債の部）（資産の部）

１６,８９７１．流動負債２,４１３１．流動資産
２８３買掛金－預金
１,１３０未払金２,１９６未収入金
４１９預り金２１７繰越購買品

１４,８５３短期借入金
２０９未払法人税
１,２００２．固定負債２,１７６２．固定資産
１,２００長期借入金１,８４９（１）有形固定資産
１８,０９７負債の部合計０建物

（純資産の部）１,８１９機械及び装置
△１３,５０７１．株主資本３０車輌運搬具
３０,０００（１）資本金５０（２）出資金
△４３,５０７（２）利益剰余金２７６（３）保険積立
△４３,５０７繰越利益剰余金
△１３,５０７純資産の部合計
４,５９０負債及び純資産の合計４,５９０資産の部合計
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　②損益計算書（令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで） （単位：千円）

金　　額科　　目
△２０,８４３１．事業総利益
１３,９５７事業収益

１０,７８２売上高
３,１７４事業雑収入

３４,８０１事業費用
３４,８０１売上原価

８,２９３２．販売費及び一般管理費
７,１２０人件費
５２４業務費
３３８諸税負担金
３０９雑費

△２９,１３６事業利益
２０,８２９３．事業外収益

２０,３５２作付助成収入
０受取配当金

４７６雑収入
４５８４．事業外費用

△８,７６５経常利益
４０１５．特別利益
０６．特別損失

△８,３６３税引前当期利益
２０９法人税・住民税及び事業税

△８,５７３当期純利益
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【注記事項】
　ア．重要な会計方針に関する注記
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
・棚卸資産・・・最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産並びに無形固定資産は税法基準により償却しています。

（３）引当金の計上基準
　該当する事項はありません。

（４）その他の重要な会計方針
①消費税等の会計処理の方法
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

イ．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　　ＪＡに対する金銭債権の総額 ― 千円
　　ＪＡに対する金銭債務の総額 １６,５８２千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
　　該当する事項はありません。

ウ．株主資本変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

６００６００普通株式

６００６００合　　計

（単位：株）



７０

● 参 考 ●

２．株主資本等変動計算書
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

△４,９３３△４,９３３△３４,９３３△３４,９３３－－－３０,０００当 期 首 残 高

△８,５７３△８,５７３△８,５７３△８,５７３－－－－株 主 資 本当期変動額

△１３,５０７△１３,５０７△４３,５０７△４３,５０７－－－３０,０００当 期 末 残 高
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（参考３）特別会計
労働保険料特別会計報告書
（令和４年３月１日から令和５年２月２８日）

１２５件１,２５１,４０２円納 付 済 保 険 料（Ａ）
－件－円過 払 保 険 料（Ｂ）
１件９,８５５円不 足 保 険 料（Ｃ）
－件－円滞 納 保 険 料（Ｄ）

（Ａ－Ｂ+Ｃ+Ｄ）１,２６１,２５７円本年度概算・確定保険料
－件－円還 付 金
－件－円納 付 追 徴 金
－件－円納 付 延 滞 金
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（参考４）勘定科目の内容説明
１．貸借対照表

説　　明科　　目
（　資　産　の　部　）

１．信用事業資産
本支店の金庫にある手持現金（１）現金

（２）預金
農林中金に預けている金系統預金
農林中金以外に預けている金系統外預金

（３）有価証券
国債への運用額国債
政府機関が発行する政府保証付の債券への運用額政府保証債
社債への運用額社債
組合員等へ貸出した金（４）貸出金

（５）その他の信用事業資産
預金・貸出金利息の未収分など未収収益
信用事業の仮払金などその他の資産
信用事業に係る貸倒引当金（６）貸倒引当金
共済奨励金の未収分など２．共済事業資産

３．経済事業資産
購買品供給の未収金など（１）経済事業未収金
販売品の仮渡金や立替金など（２）経済受託債権

（３）棚卸資産
購買品の在庫額購買品
加工・利用事業等の貯蔵品などその他の棚卸資産
預託家畜や経済事業の預け金・未収収益など（４）その他の経済事業資産
経済事業に係る貸倒引当金（５）貸倒引当金
長期前払費用、差入保証金、仮払金、未収金、立替金、未収収益、簡易郵便局会
計への資金運用額など４．雑資産

５．固定資産
（１）有形固定資産

建物、建物附属設備建物
機械もしくは装置機械装置
組合の土地土地
上記以外の有形固定資産その他の有形固定資産
建物等の減価分の累計額減価償却累計額
ソフトウェアなど（２）無形固定資産

６．外部出資
（１）外部出資

系統連合会への出資金系統出資
系統外の関連団体への出資金系統外出資
子会社等への出資金子会社等出資
外部出資に係る損失見込み相当額（２）外部出資等損失引当金
前払いとなっている法人税等７．繰延税金資産

● 参 考 ●
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説　　明科　　目
（　負　債　の　部　）

１．信用事業負債
組合員等から預かっている金（１）貯金
被災地金融機関向けに農林中金から借りている金等（２）借入金

（３）その他の信用事業負債
貯金の未払利息など未払費用
信用事業の仮受金などその他の負債

２．共済事業負債
共済掛金等の一時的預り金（１）共済資金
共済付加収入の未経過分（２）未経過共済付加収入
共済事業の未払費用（３）共済未払費用
保険代理店業務の保険料受入額など（４）その他の共済事業負債

３．経済事業負債
取引先等に支払していない代金（１）経済事業未払金
販売仮受金など（２）経済受託債務
経済事業の預り金・未払費用など（３）その他の経済事業負債
組合の設備取得のために借入れている金４．設備借入金

５．雑負債
法人税、住民税等の未払額（１）未払法人税等
法令に基づき、有形固定資産を除去するための支払予定額（２）資産除去債務
上記以外のその他の負債額（３）その他の負債

６．諸引当金
職員の賞与支給のための引当金（１）賞与引当金
職員の退職金支給のための引当金（２）退職給付引当金
ポイント未使用残高のうち、将来支出されると見込まれる金額のための引当金（３）ポイント引当金

（　純　資　産　の　部　）
１．組合員資本

組合員が組合に出資した金（１）出資金
合併前組合から引継いだ準備金･積立金（２）資本準備金

（３）利益剰余金
経営安定のため法令で定められた積立金利益準備金

その他利益剰余金
経営安定のため定款で定めた積立金特別積立金
財務基盤を確立するための積立金信用事業基盤整備強化積立金
肥料価格の年間安定を図るための積立金肥料価格安定事業準備金
教育活動を安定的に実施するための積立金教育基金積立金
農業生産コストの低減と安定的運営のための積立金営農施設設備運営積立金
高齢者福祉関連施設の設置等のための積立金高齢者福祉事業運営積立金
税効果会計による繰延税金資産の減少に備えるための積立金税効果調整積立金
事業実施体制の再構築を図るための積立金事業体制再編整備運営積立金
大規模災害、債権の引当・償却、固定資産の減損処理、一時的な拠出に伴う剰余
金の減少に対応し、必要な財務基盤を確立するための積立金経営安定化積立金

当期剰余金＋当期首繰越剰余金当期未処分剰余金
組合員の任意脱退により組合が譲り受けた持分（４）処分未済持分

２．評価・換算差額等
金融商品に係る時価会計に基づく差額（１）その他有価証券評価差額金
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２．損益計算書

説　　明科　　目
１．事業総利益

内部取引（事業間取引）を相殺消去した後の金額事業収益
内部取引（事業間取引）を相殺消去した後の金額事業費用

（１）信用事業収益
資金運用収益

農林中金等に預けてある金の受入利息、預金奨励金うち預金利息
有価証券の受入利息・配当金などうち有価証券利息配当金
貸付金に対する受入利息うち貸出金利息
上記以外の受入利息などうちその他受入利息
受入為替手数料など役務取引等収益
国債等の売却益や償還益などその他事業直接収益
信用事業の雑収入などその他経常収益

（２）信用事業費用
資金調達費用

貯金に対する支払利息うち貯金利息
定期積金の支払利息相当額うち給付補填備金繰入
貸付留保金などの支払利息うちその他支払利息
支払為替手数料など役務取引等費用
国債等の売却損などその他事業直接費用

その他経常費用
信用事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金繰入額
信用事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金戻入益
信用事業に係る直接償却額（純額）うち貸出金償却
貯金の推進や奨励金等に使った費用などうちその他費用
信用事業に係る収益と費用の差額信用事業総利益

（３）共済事業収益
共済に係る組合の付加掛金共済付加収入
上記以外の共済事業に係る収益その他の収益

（４）共済事業費用
新契約獲得のために要した費用共済推進費
上記以外の共済事業に係る費用その他の費用
共済事業に係る収益と費用の差額共済事業総利益

（５）購買事業収益
購買品の供給金額購買品供給高
代理人取引にかかる手数料購買手数料
上記以外の購買事業に係る収益その他の収益

（６）購買事業費用
購買品の受入金額購買品供給原価

その他の費用
購買事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金繰入額
上記以外の購買事業に係る費用うちその他費用
購買事業に係る収益と費用の差額購買事業総利益

（７）販売事業収益
買取販売に係る農畜産物の販売金額販売品販売高
代理人取引にかかる手数料販売手数料
上記以外の販売事業に係る収益その他の収益

（８）販売事業費用
生産者に支払った買取販売の金額販売品販売原価
荷造材料費、販売労務費など販売費

その他の費用
販売事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金繰入額
販売事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金戻入益
上記以外の販売事業に係る費用うちその他費用
販売事業に係る収益と費用の差額販売事業総利益
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説　　明科　　目
米麦の保管料など（９）保管事業収益
倉庫の材料費や労務費など（１０）保管事業費用
保管事業に係る収益と費用の差額保管事業総利益
加工事業の受入料金など（１１）加工事業収益
加工事業の諸経費（１２）加工事業費用
加工事業に係る収益と費用の差額加工事業総利益
利用事業の受入料金など（１３）利用事業収益
共同乾燥施設の受入料金など共同乾燥施設収益
上記以外の利用事業に係る受入料金などその他利用収益
利用事業の諸経費（１４）利用事業費用
共同乾燥施設の諸経費共同乾燥施設費用
上記以外の利用事業に係る諸経費その他利用費用
利用事業に係る収益と費用の差額利用事業総利益
宅地等供給事業のあっせん手数料など（１５）宅地等供給事業収益
宅地等供給事業に要した費用（１６）宅地等供給事業費用
宅地等供給事業に係る収益と費用の差額宅地等供給事業総利益
福祉事業の介護報酬など（１７）福祉事業収益
福祉事業に要した費用（１８）福祉事業費用
福祉事業に係る収益と費用の差額福祉事業総利益
市町の補助金など（１９）指導事業収入
営農指導、生活活動、農政活動等に要した費用（２０）指導事業支出
指導事業に係る収入と支出の差額指導事業収支差額

２．事業管理費
役員報酬や職員の給料手当など（１）人件費
会議費、通信費、消耗品費、旅費など（２）業務費
租税公課、支払賦課金、分担金など（３）諸税負担金
減価償却費、修繕費、保険料、水道・光熱費など（４）施設費
上記以外の諸費用（５）その他事業管理費
事業総利益－事業管理費事業利益

３．事業外収益
信用事業以外の利息の受入額（１）受取雑利息
外部出資に対する配当金の受入額（２）受取出資配当金
土地・建物などの賃貸料（３）賃貸料
前期以前に貸倒処理等をした債権について回収した額（４）償却債権取立益
上記以外の諸収益（５）雑収入

４．事業外費用
寄付金として支払った額（１）寄付金
Ｌａｂｌｅｔ’ｓリース補助金等上記以外の諸費用（２）雑損失
事業利益＋事業外収益－事業外費用経常利益

５．特別利益
固定資産の処分利益（１）固定資産処分益
国・県等からの補助金（２）一般補助金
上記以外の特別利益（３）その他の特別利益

６．特別損失
固定資産の処分損失（１）固定資産処分損
固定資産を圧縮処理した額（２）固定資産圧縮損
固定資産の減損処理額（３）減損損失
上記以外の特別損失（４）その他の特別損失
経常利益＋特別利益－特別損失税引前当期利益
未払法人税等の当期計上額（１）法人税・住民税及び事業税
本年度の前払い法人税等の調整額（２）法人税等調整額

７．法人税等合計
当期の協同活動から生じた剰余金当期剰余金
当期首に繰越された剰余金当期首繰越剰余金
当期剰余金＋当期首繰越剰余金＋積立金取崩額当期未処分剰余金
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定款等の一部変更について
農業協同組合法等の改正に伴い、定款等の一部を変更する。
主な変更点は以下のとおり。

（１）正組合員たる地位継続の特例にかかる根拠規定の変更（定款・定款附属書
総代選挙規程）
　正組合員たる地位継続の特例については、「農業経営基盤強化促進法」にお
いて、「農用地利用集積計画」（第１８条）により利用権設定された場合も、正
組合員たる地位を失わないこととする規定（第２８条）が置かれている。
　令和４年５月２７日に公布された「農業経営基盤強化促進法等の一部を改正
する法律（法律第５６号）」により、当該規定が削除され、「農地中間管理事業
の推進に関する法律」において、「農用地利用集積等促進計画」（第１８条）に
より賃借権等が設定された場合に正組合員たる地位を失わないこととする同
様の規定が置かれることとなったため、定款及び定款附属書総代選挙規程の
根拠規定を変更する。

（２）成年被後見人等を役員の欠格事由としている規定の変更（役員推薦委員規
程）
　「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法
律の整備に関する法律」の成立（令和元年６月１４日公布）により、「役員推薦
委員規程」について、成年被後見人等を委員の退任事由としている規定につ
いて、心身の故障等の状況につき個別・実質的に照らして職務に必要な能力
の有無を判断する規定へと変更する。

附帯決議
　第２号議案の認可申請に際し、行政庁から字句の修正等の指示があるときは、
これに対する措置を組合長に一任する。
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１．定款

新旧対照表

現　行変　更　後
第３章　組合員
（略）

（農用地利用改善事業実施団体の構成員に係る組
合員資格の特例）
第１２条の２　農地中間管理事業の推進に関する法
律第１８条第７項の規定による公告があった農用
地利用集積等促進計画の定めるところによって
賃借権、使用貸借による権利又は経営受託権
（以下「賃借権等」という。）を設定したことに
より前条第２項第１号又は第２号に該当しなく
なった者であって、同項第３号又は同条第３項
第４号若しくは第５号に該当する組合員である
農用地利用改善事業実施団体の構成員であるも
ののうち、当該賃借権等の設定前に又は設定後
遅滞なくこの組合に申出をし、理事会において
次の各号に掲げる要件に該当する者である旨の
確認を受けたものは、引き続きこの組合の正組
合員とする。
　１　（略）
　　
２　賃借権等を設定した土地の全部又は一部が
その者が構成員となっている農用地利用改善
事業実施団体の農用地利用規程において定め
る農用地利用改善事業の実施区域（この組合
の地区内に限る。）の地区内にあること。

　　
　３　（略）
　
（以下略）

第３章　組合員
（略）

（農用地利用改善事業実施団体の構成員に係る組
合員資格の特例）
第１２条の２　農業経営基盤強化促進法第１９条の規
定による公告があった農用地利用集積計画の定
めるところによって利用権を設定したことによ
り前条第２項第１号又は第２号に該当しなく
なった者であって、同項第３号又は同条第３項
第４号若しくは第５号に該当する組合員である
農用地利用改善事業実施団体の構成員であるも
ののうち、当該利用権の設定前に又は設定後遅
滞なくこの組合に申出をし、理事会において次
の各号に掲げる要件に該当する者である旨の確
認を受けたものは、引き続きこの組合の正組合
員とする。

　１　（略）
　　
２　利用権を設定した土地の全部又は一部がそ
の者が構成員となっている農用地利用改善事
業実施団体の農用地利用規程において定める
農用地利用改善事業の実施区域（この組合の
地区内に限る。）の地区内にあること。

　　
　３　（略）
　　　　　　　
（以下略）

附　則
１　この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生ずる。
２　この定款変更の効力発生のときにおいて、現に存する変更前の第１２条の２に規定する者についての正組合員たる
地位については、なお従前の例による。
３　農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律附則第５条第１項によりなお従前の例により定められる農用地
利用集積計画の定めるところによって利用権を設定することにより変更前の第１２条第２項第１号又は第２号に該当
しなくなった者の正組合員たる地位については、なお従前の例による。
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２．定款附属書総代選挙規程

新旧対照表

現　行変　更　後
（選挙区等）
第３条　総代の選挙は、選挙区ごとに行う。
②　（略）　
③　各選挙区の総代の半数以上は、この組合の定
款第１２条第２項各号に該当する正組合員でなけ
ればならない。
④　正組合員は、その住所を有する選挙区におい
て投票権を有する。ただし、この組合の地区外
に住所を有する正組合員は、その者が最も多く
の耕作地（農用地利用集積等促進計画の定める
ところにより賃借権、使用貸借による権利又は
経営受託権の設定を行った土地を含む。）を有す
る選挙区において投票権を有する。

（以下略）

（選挙区等）
第３条　総代の選挙は、選挙区ごとに行う。
②　（略）
③　各選挙区の総代の半数以上は、この組合の定
款第１２条第２項第１号又は第２号に該当する正
組合員でなければならない。

④　正組合員は、その住所を有する選挙区におい
て投票権を有する。ただし、この組合の地区外
に住所を有する正組合員は、その者が最も多く
の耕作地（農用地利用集積計画の定めるところ
により利用権の設定を行った土地を含む。）を有
する選挙区において投票権を有する。

（以下略）

附則
　この規程の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生ずる。

３．役員推薦委員規程

新旧対照表

現　行変　更　後
（退　任）
第５条　役員推薦委員は前条の任期満了のほか、
次の各号に掲げる事由によって退任する。

　１～２　（略）　
３　精神の機能の障害のため職務を適正に執行
するに当たって必要な認知、判断及び意思疎
通を適切に行うことができない者

　４～６　（略）

（以下略）

（退　任）
第５条　役員推薦委員は前条の任期満了のほか、
次の各号に掲げる事由によって退任する。

　１～２　（略）　
３　成年被後見人若しくは被保佐人となったと
き

 

　４～６　（略）

（以下略）



８０



第 号議案号議案第 号議案333

８１

令和5年度事業計画の設定について

第
３
号
議
案



８２

　農業・農協を取り巻く情勢は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大・ロシアウクライナ情勢・円
安の影響を受けるなど、厳しい環境が続いており、引き続き情勢を注視していく必要がある。
　一昨年に公表された農林業センサスでは、２０２０年のはが野管内総農家数は２０１５年と比べ減少してお
り、今後も減少することが懸念されるため、産地を維持していくために担い手の確保が喫緊の課題と
なっている。当ＪＡ組合員においても、高齢化や世代交代などが進み、正組合員数は減少し、それに伴
う事業量の縮小や組織基盤・経営基盤の弱体化、事業利益減少の継続が懸念される。
　また、農林中央金庫の預金奨励引き下げ等による事業総利益の減少や、資本対策による事業外収益
の増加など、収支構造は大きく変化している。
　こうした情勢を踏まえ、総合事業を営む農業協同組合として、組合員・地域のために継続して機能
を発揮できるよう、持続可能な経営基盤確立・強化の取り組みは極めて重要となっており、経済事業
を中心とした収支改善に引き続き取り組む必要がある。
　令和５年度は「持続可能な農業・地域共生の未来をめざして」の２年目となり、その成果が問われ
る時期となる。実行項目を確実に実践するとともに、社会・農業情勢の変化や世代交代等によって多様
化する、組合員ニーズに応えられる総合事業を展開し、将来に向けて持続可能な経営基盤の強化を図
るため、下記の３つの基本方針に基づき、ＪＡはが野全体で計画を策定し実践していくこととする。

記

Ⅰ．持続可能な農業の実現に向け「農業者の所得増大」に取り組み、
　　「農業生産の拡大」に寄与する。

Ⅱ．豊かで暮らしやすい地域社会の実現に貢献する。

Ⅲ．協同組合としての役割を発揮するため、厳しい経営環境に対応し、
　　健全な経営・財務基盤の強化に努める。

Ⅰ基本方針
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Ⅱ事業方針及び事業実施計画

営 農 事 業

１．事業方針・重点事項
○安全・安心な農産物の生産・供給対策
○新規就農者確保・育成の取り組み
○集落営農、大型農家の育成支援による地域農業の担い手確保対策
○収益性の高い農産物の推進
○組合員ニーズに対応した営農指導の実践
○直接販売の拡大による所得向上対策
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）指導事業
①担い手に対応した総合事業の取り組み強化
②土地利用型作物の生産量の拡大
③生産履歴記帳運動の徹底・ＧＡＰの取り組み強化
④労働力支援・確保対策
⑤生産技術支援による生産性の向上
⑥園芸振興の強化
⑦新規就農者対策の強化
⑧集落営農の組織化・法人化の取り組み
⑨多様な担い手の育成による地域農業の振興
⑩農政活動の強化
⑪インボイス制度への対応

＜収支計画＞ （単位:千円）
金　　額

項　　目
令和４年度実績令和５年度計画

５,６３７１,７１３指 導 補 助 金
収　入 １４,１８０１４,１０６実 費 収 入

１９,８１８１５,８１９計（Ａ）
５４,４２８６５,７９３営 農 改 善 費

支　出
５,５１６６,１８０生 活 文 化 費
３,１５５３,３９０農 政 情 報 費
３６,８７０４６,１７３組 織 活 動 費
９９,９７２１２１,５３６計（Ｂ）
△８０,１５３△１０５,７１７収支差額（Ａ）－（Ｂ）

（２）販売事業
①ＪＡによる直接販売の強化
②はが野ブランドの強化
③ＪＡ農産物直売所の運営強化と店舗の再編
④市場・仲卸との連携強化
⑤世界情勢の変化に対応できる販売戦略

第
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●事業計画●

＜販売計画＞

前年対比令和４年度実績
取扱高

令和５年度計画
取扱高種 類

６８.６６３,８９０,６１９２,６７１,５３８米 －（－）（－）
７５.００２２３,６２１１６７,７２３麦 －（－）（－）
１２６.０５６３,０３９７９,４６２豆 ・ 雑 穀 －（－）（－）
１０２.３９１８,６８７,６３８１９,１３５,９７８野　 　 菜 ９５.１７（８,１９２,５４９）（７,７９７,０６４）
１０５.８９８６８,０５８９１９,２３６果　 　 実 ９３.５９（２１７,４４７）（２０３,５２７）
１０７.７２４３７,２０７４７１,０００花き・花木 －（－）（－）
８８.６３２４２,８６３２１５,２５６畜　産　物 －（－）（－）
５５.６４４２,２４６２３,５１０林　産　物 －（－）（－）
７７.７２１４３,３２３１１１,４０２そ　の　他 ０.００（２２８）（－）
９６.７３２４,５９８,６１７２３,７９５,１０５合　 　 計 ９５.１２（８,４１０,２２６）（８,０００,５９１）

（単位：千円、％）

（３）利用事業
①農業関連施設の再編・整備計画
②持続可能な農業の実現のためのいちご苗施設整備事業と定植苗の安定供給

前年対比令和４年度実績
取扱量

令和５年度計画
取扱量種　　　　類

９６.５７３０４,４３４.０２９４,０２２.０出 荷 契 約 米
米 ９２.３５３４,６２５.５３１,９７７.０加 工 用 米

９１.２０２３５,５１６.４２１４,８０６.０新 規 需 要 米
８１.１２１２,１８０.０９,８８１.０ビ ー ル 大 麦

麦 １０４.０３３５,５７２.０３７,００９.０大 麦
１１４.３９３１,０２８.７３５,４９４.０小 麦

（単位：俵、％）

（注）１．（　）内数値は買取販売にかかるもので内数です。
　　２．米、麦、豆・雑穀の取扱高（買取販売を除く）は、税込金額としています。

＜米麦集荷取扱計画＞

（４）その他
①コンプライアンスに対する意識向上
②内部統制の適正な運用
③全農広域集出荷施設参加に向けての事務処理整理
④費用の削減
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●事業計画●

１．事業方針・重点事項
○購買事業の利用率向上
○出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
○生産コスト削減による農業者の所得向上及び農業資材高騰対策
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）購買事業の利用率向上
①未・低利用率の組合員宅へ出向き、ＪＡの有利性の発信による利用率向上と予約数量の早期確
保

（２）出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
①担い手サポートデイや生産部会員への個別訪問による情報提供、相談体制の充実
②全農及びＪＡグリーンとちぎと連携し、省力化生産資材の提案による農業生産の拡大に取り組
む
③全農主催の研修会に参加し相談機能の向上により組合員・利用者満足度の向上

（３）生産コスト低減による農業者の所得向上
①大型規格農薬の普及拡大・市況調査の実施による市況に応じた価格設定

（４）内部統制の確実な実践
①情報の共有化による事務効率化・課題の改善

（５）購買未収金管理
①経済債権特別管理委員会の開催

（６）購買店舗統廃合の検討
①全農広域集出荷施設稼働に伴うアグリセンターの集約再編検討

（７）生産資材担当者の人材育成
①職員の相談対応能力向上・組合員から信頼され親しまれる店舗・職場づくり

（８）費用削減
①労務管理の徹底と効率化による時間外労働の削減

購 買 事 業

第
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●事業計画●

前年対比令和４年度実績
取扱高

令和５年度計画
取扱高種　　類

９２.５３１,３１１,９３５１,２１４,０００肥 料

生　

産　

資　

材

１０４.０８９６３,５１７１,００２,９００農 薬
８９.８４１６６,２８７１４９,４００飼 料
３０.３９２０４,３３６６２,１００施 設
９１.０４２８,１１７２５,６００米 麦 資 材
９２.７８５８４,４４４５４２,３００出荷包装資材
９３.８７７３５,０５１６９０,０００園 芸 資 材
９１.３８１３０,８０４１１９,５３０畜産資材・素畜
１０４.０６２７７,５２５２８８,８００種 苗
０.００１２７－施 設 資 材
９３.０１４,４０２,１４８４,０９４,６３０小　 計
９９.８１２９,８５５２９,８００衣 料 品

生　

活　

物　

資

１０４.８０　４７,７０６５０,０００日 用 雑 貨
８４.７５８７,１８８７３,９００耐 久 財
１２５.９５８３,７５８１０５,５００そ の 他
９１.９９５０５,９９７４６５,５００葬 祭
６１.４３８,７９０５,４００青 果
９８.２３４１４,０９２４０６,８００食 品
１１８.９０１７,２４０２０,５００直 売 所
９６.８８１,１９４,６２９１,１５７,４００小　 計
９３.８４５,５９６,７７８５,２５２,０３０合　 　 計

（単位：千円、％）

資 産 管 理 事 業

１．事業方針・重点事項
○出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
○賃貸住宅物件の入居率向上
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
①無料資産管理相談会の開催
②資産の有効活用と保全のための提案
③総合事業のＰＲ

（２）賃貸住宅物件の入居率向上
①地元不動産業者との連携
②インターネットを活用した空室情報の提供
③近隣相場や築年数、間取りに見合った募集条件変更の提案
④ハウスクリーニング・修繕工事の実施
⑤開発事業のＰＲを実施し情報を収集

（３）内部統制の確実な実践
①内部統制の適正な運用

（注）取扱高については、代理人取引を含む総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。
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信 用 事 業

１．事業方針・重点事項
○融資の伸長
○ライフプランサポートの実践
○徹底した効率化戦略の実践
○コンサルティング業務強化に向けた人材育成
○高度な内部管理体制の構築

２．実行項目
（１）融資の伸長
①事業間連携及び出向く体制の強化による農業融資の伸長
②住宅関連業者への営業活動の継続、商品優位性を活かした多様な提案による住宅ローンの伸長
（他行に取り扱いの無い商品などもご用意しております）

（２）ライフプランサポ―トの実践
①年金受給手続きのサポートを通じ、セカンドライフを開始する組合員・利用者との関係性深化
による顧客基盤の拡充
②組合員・利用者１人ひとりに寄り添うライフプランサポートとして最適な金融商品・サービス
の提案
③相続相談体制の構築による、次世代への円滑な資産承継の支援

（３）徹底した効率化戦略の実践
①窓口業務の省力化により提案・相談業務の充実
②ネットバンク・ネットローン等、非対面チャネルの更なる利用促進による顧客利便性の向上と
事務効率化

（４）コンサルティング業務強化に向けた人材育成
①組合員・利用者の多様なニーズに応えるための幅広い商品知識の習得と窓口担当者による相
談・提案力の向上

（５）高度な内部管理体制の構築
①事務堅確性確保による健全な事業運営

（４）やりがいの持てる職場づくり
①お客様ニーズに沿った相談・提案をするためのスキル向上

（５）費用削減の取り組み
①費用対効果を考慮した管理

（単位：千円、％）

前年対比令和４年度実績令和５年度計画項目
７０.７６２,０４０１,４４４宅地等供給手数料

収　入 ８６.３３１５,８７３１３,７０４宅地等供給雑収入
８４.５５１７,９１４１５,１４８計（Ａ）
８６.００９,６９２８,３３６宅地等供給雑費（Ｂ）支　出
８２.８５８,２２１６,８１２事業総利益（Ａ）－（Ｂ）
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（単位：千円、％）

（注）１．当座性貯金には、くみあい総合貯金が含まれています。
　　２．金銭の信託・有価証券には、買入金銭債権が含まれています。

前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

令和４年度末残
（Ｂ）

令和５年度計画
種類

平均残高期末残高（Ａ）
１０４.１５１０７,５０６,９４７１０７,９９７,０００１１１,９７８,０００当 座 性 貯 金

貯　

金
９６.４５８４,９１０,７３０８４,２１９,０００８１,９０４,０００定 期 貯 金
６０.２３６６０,７７１４９６,０００３９８,０００定 期 積 金
１００.６２１９３,０７８,４５０１９２,７１２,０００１９４,２８０,０００計
５９.２７１１,３００８,１２４６,６９８証 書 借 入 金借入金
９９.９０１３１,６１４,７２０１２９,４６２,４７８１３１,４８４,２８１系 統 預 金

預
金 １０５.６４７１９,３９０７６１,５３８７６０,０００系 統 外 預 金

９９.９３１３２,３３４,１１０１３０,２２４,０１６１３２,２４４,２８１計
１０９.４２２０,１０５,０００２２,１１５,３８４２２,０００,０００金 銭 の 信 託 ・ 有 価 証 券
１０９.５２１４４,２６３１３８,０００１５８,０００手 形 貸 付 金

貸
出
金

１０２.１４３７,４４１,１３９３７,７４１,０００３８,２４５,０００証 書 貸 付 金
１１１.５６６４６,２８８７４１,０００７２１,０００当 座 貸 越
１０２.３３３８,２３１,６９１３８,６２０,０００３９,１２４,０００計
１０２.３３（４９４,４６５）（４９９,４８７）（５０６,００５）（うち農業近代化資金）

１．事業方針・重点事項
○全契約者・組合員との接点強化に向けたフォロー活動の実践
○生命保障を中心とした「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障提供
○全契約者・組合員への活動に向けたＬＡ育成体系の整備
○スマイルサポーターチャネルの確立に向けた育成・活動体制の整備
○コンプライアンス態勢の徹底

２．実行項目
（１）全契約者・組合員に対する３Ｑ活動の浸透・定着
①全契約者・組合員へのフォロー活動に向けた強弱をつけた３Ｑ活動の実践
②３Ｑ活動計画の策定と進捗管理の実践

（２）ひと保障を中心とした「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障の提供
①「あんしんチェック」と「複数提案」の実践
②若年層等・ニューパートナーへの保障アプローチの強化
③未加入契約情報収集の強化
④農業者賠償責任共済お知らせ活動の徹底
⑤満期到来契約者に対する保障切れ防止に向けた早期アプローチ
⑥事業間連携の強化

（３）ＬＡ（ライフアドバイザー）・ＳＳ（スマイルサポーター）の育成活動体制の整備
①楽しく、やり甲斐のある共済事業の展開
②ＰＤＣＡサイクル構築によるＬＡ育成・支援体制の強化
③スマイルサポーターチャネルの強化に向けた育成

共 済 事 業
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（４）事業基盤の維持・拡大
①事業量目標達成
②奨励基準に基づく活動管理の徹底

（５）コンプライアンス態勢の強化
①不祥事件の未然防止
②高齢者対応の強化
③早期失効・解約・減額の解消
④共済代理店のコンプライアンス態勢強化

（６）その他
①費用削減
②労働生産性向上

　　ア．長期共済保有高 （単位：件、千円、％）

保有高前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

令和４年度実績前期末保有高令和５年度計画当期末保有高
種類

金額（Ｂ）件数金額（Ａ）件数
９３.８４１４６,５９２,１４３１９,０２３１３７,５６５,１７２１７,７８４終 身 共 済

生
命
総
合
共
済

１３９.９９５,４８０,３００５７２７,６７２,１８２８０６定 期 生 命 共 済
８７.９５６０,５４９,２２３８,４４９５３,２５３,６９８８,３３８養 老 生 命 共 済
９１.３５１８,４７３,９４６４,１７９１６,８７６,４４６４,２２５う ち こ ど も 共 済
８５.６３５,９３２,４５０１５,１６１５,０８０,１６９１５,７２２医 療 共 済
９５.７６７０４,５００３,９７３６７４,６３１４,１５１が ん 共 済
９１.８８５６１,２００５３８５１５,６７１４９３定 期 医 療 共 済
１１０.１１４,０３６,６６２１,６２３４,４４４,９０６１,７９８介 護 共 済

８３１４４認 知 症 共 済
７７７９５９生 活 障 害 共 済
２,００４２,８７５特 重 疾 病 共 済

９８.６５１９３,０００８,２３５１９０,４０３８,３１２年 金 共 済
９７.９７２９１,１２５,４３３２２,６２３２８５,２２４,０９７２２,２１６建 物 更 生 共 済
９６.０１５１５,１７４,９１３８３,０６１４９４,６２０,９３０８３,５９８合　 　 計
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（注）１．金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加された
定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払い契約の死亡給付金額）です。

　　２．年金共済は年金共済に付加された定期特約金額です。
　　３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始（平成５年度）以前に契約された養老生命、終身、年金の各共

済契約についても合算して計上しています。

前年対比
（A）/（B）×１００

令和４年度実績令和５年度計画
種 類

掛金（B）金額件数掛金（A）金額件数
９８.４２３８,３０６３１,２５３,３７０２,６６２３７,７０２－２,５９３火 災 共 済
１００.２２１,３８２,９３３３２,１４６１,３８６,０４１３１,９２２自 動 車 共 済
９８.８２５,７１４１,３８２,９３３１３,４９８５,６４６１４,２０３傷 害 共 済
０.００３３８,０００２－－－定額定期生命共済
０.００２,５８２３４３－－賠 償 責 任 共 済
０.００－－６,６１４２５農業者賠償責任共済
９９.５３２１９,８６４１１,５２６２１８,８３９１１,５２６自 賠 責 共 済
１００.３２１,６４９,４３４６０,１７７１,６５４,８４４６０,２６９合　 　 計

　　イ．短期共済新契約高 （単位：件、千円、％）

（注）金額は保障金額です。
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１．事業方針・重点事項
○利用者及び家族に期待される介護サービスの提供
○地域に必要とされる多様なサービスの充実と展開
○専門性の向上と職員間の連携強化
○地域包括ケアシステムや認知症ケア体制の充実
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）利用者及び家族に期待される介護サービスの提供
①訪問介護事業
　・高齢者の変化に気づく観察とケア
②通所介護事業
　・自立支援に向けた個別ケアへの対応
③居宅介護支援事業
　・居宅サービスの充実
④福祉用具貸与・販売事業
　・在宅生活を支える提案及び迅速な対応

（２）地域に必要とされる多様なサービスの充実と展開
①地域と連携した介護予防の取組み
②デイサービス施設の再編

（３）専門性の向上と職員間の連携強化
①介護職員の責任感や仕事に対するプロ意識の向上
②福祉事業としての連携強化

（４）地域包括ケアシステムや認知症ケア体制の充実
①介護認定中重度者の積極的な受け入れ

（５）内部統制の確実な実践
①介護報酬請求事務等を適切に行う

（６）その他の取り組み
①福祉職員の人材確保
②感染症対策の対応
③費用の削減

福 祉 事 業
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１．事業方針・重点事項
○組合員ニーズの把握と意思反映による組織基盤の確立
○経営基盤の強化と中長期施設等再編計画の策定
○人材育成基本方針に基づく職員の育成
○広報機能の強化による情報発信の充実

２．実行項目
（１）組合員ニーズの把握と意思反映による組織基盤の確立
①組合員ニーズの把握とＪＡ事業への反映に努め、組合員のメンバーシップを確立
②くらしの活動を通じた地域活性化によりＪＡ事業の理解及び利用促進
③女性組織の活性化と関係性強化に資する活動支援

（２）経営基盤の強化と中長期施設等再編計画の策定
①組合員のために継続して機能発揮できる持続可能な経営基盤の強化
②経営環境の変化に対応した経営の健全性確保
③中長期的事業運営の効率化と労働生産性の向上

（３）人材育成基本方針に基づく職員の育成
①地域農業の未来とＪＡはが野の発展を支え組合員の期待に応えられる職員の育成
②多様な人材が能力を発揮し活躍できる職場づくりと能力開発

（４）広報機能の強化による情報発信の充実
①多様な広報手段を有効活用した組合員や地域住民等への情報発信とＪＡ事業の理解促進
②ウェブ媒体を活用した「はが野ブランド」農産物のＰＲと知名度アップ

（５）その他の取り組み
①費用削減

総 合 企 画

（単位：千円、％）

前年対比
金額

項目
令和４年度実績令和５年度計画

８７.８７４５,３００３９,８１０訪 問 介 護 収 益

収　入
１１２.８４３５８,１０５４０４,０９０通 所 介 護 収 益
９７.１４３,９９１４２,７２０用 具 貸 与 収 益
９７.８９１３３,４９３１３０,６８０居 宅 支 援 収 益
１０６.２６５８０,８９１６１７,３００計（Ａ）
１０７３３,８３８３６,２０９訪 問 介 護 費 用

支　出
１０８.５１２２５,３７４２４４,５５６通 所 介 護 費 用
９３.１３２９,８２５２７,７７９用 具 貸 与 費 用
１０８.７２３７,２７９４０,５３３居 宅 支 援 費 用
１０６.９７３２６,３１８３４９,０７７計（Ｂ）
１０５.３６２５４,５７２２６８,２２３事業総利益（Ａ）−（Ｂ）
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●事業計画●

コンプライアンス対策

１．事業方針・重点事項
○コンプライアンス（法令等を遵守すること）体制の確立と不祥事未然防止
○リスク管理体制と内部統制の確立と実践
○正確な資産査定と適正な審査業務による財務の健全性確保

２．実行項目
（１）コンプライアンス体制の確立と不祥事未然防止
①コンプライアンス・プログラムの策定と実践
②不祥事ゼロ運動の取り組み

（２）リスク管理体制と内部統制の確立と実践
①リスク管理体制
　・各種リスクへの対策・対応の見直し及び最新リスクの把握に努めたリスク管理体制の強化
②内部統制の確立
　・内部統制システム基本方針に基づく対応による、実効性の向上と内部けん制機能強化
③マネロン対策・反社等への対応
　・適切な対応に努めマネロン等対策の実効性向上

（３）正確な資産査定と適正な審査業務による財務の健全性確保
①正確な資産査定
・資産査定関係要領に基づき適正な資産査定を実施するため、研修会等の開催と進捗状況を確
認

②適正な審査業務
　・審査・債権管理高度化プログラムの実践
　・定期的な巡回審査による適正な審査
　・関係部署との連携によるリスク管理債権の管理回収と不良債権の圧縮



９３

経 営 管 理 計 画

（１）経営管理の重点取組事項

○　正組合員・准組合員・地域住民との対話を通じ、ニーズに対応したサービス提供に取り組みま
す。

○　組合員のアクティブ・メンバーシップ（組合員が積極的に組合の事業や活動に参加すること）
を確立するとともに、新規組合員の加入促進と組織基盤の強化に取り組みます。

○　女性組織の活動支援や女性運営参画方針（令和４年２月制定）に基づく女性正組合員・女性総
代・女性役員の拡大など、女性のＪＡへの積極的な参加・参画により、女性の声を聴き発展的
なＪＡ経営を目指します。

○　正組合員・准組合員の意見・要望をＪＡ事業に反映するため、事業利用や組織活動等への参加
を進めるとともに、アンケートや准組合員モニター制度等により、組合員の声を把握し評価を
踏まえながら必要な見直しを行い、正組合員・准組合員が一体となったＪＡ運営を実現します。

○　ＪＡはが野が地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続可
能な経営基盤の確立・強化を図るとともに、地域の皆様にとって魅力ある総合事業が展開出来る
よう努めます。

○　固定資産の計画的取得と遊休資産の利活用・処分を進め、財務基盤の充実に取り組みます。

○　中長期的な事業運営の効率化と労働生産性向上を図るため、施設再編計画の策定に取り組み経
営基盤の確立に努めます。

○　コンプライアンス（法令遵守）やリスク管理の徹底、内部管理態勢の強化を図り、経営の健全
性確保に取り組みます。

○　協同組合として、持続可能な組織としての人づくりと職場づくりに取り組みます。

Ⅲ経営管理方針
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（２）固定資産取得・処分計画
　　主な固定資産取得・処分計画は次のとおり

備　　考取得・処分
予定価格

規模・能力・
構造等施　設　名

集塵用湿式シャワー室の屋根が老朽
化（錆）により一部が崩落しかけてい
る。水槽内のスラッジコンベアーも
老朽化（錆）による故障が発生してお
り、現在は応急処置にて稼働してい
る状態のため。

１８,０００湿式機
更新工事中村ライスセンター

取　
　

得

耐用年数が経過し故障箇所の修繕も
困難である。また代替部品も無く、
稼働時の不具合に対し修理不能とな
るため。

５１,０００湿式機
更新工事二宮カントリーエレベーター

取出し用昇降機・製品昇降機等の能力
が低く粒選別機の処理能力の半分程
度しか処理できないため。また、荷
受時においても計量機取出し昇降機、
デポ投入昇降機の能力が低く、計量
機の処理能力の半分程度であり、施
設処理能力の向上を図るため。

２４,７５０昇降機
入替工事祖母井ライスセンター

設置後３１年が経過し老朽化により性
能低下、修理箇所が多数のため。ま
た１台ずつ改修すると施設がコンパ
クトに設置されているため、周辺機
械を撤去し再度組入れる費用がかさ
むため同時更新する。

６４,５００籾摺機
更新工事市貝ライスセンター

耐用年数経過のため。リース総額
１１,５９７５５台ネットワークパソコン更新

リ
ー
ス

（単位：千円）

●事業計画●
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●事業計画●

備　考増減額
（Ａ）-（Ｂ）

４年度末実績
（Ｂ）

５年度末計画
（Ａ）種　　　　類

１９,８８６３,９５６,１１４３,９７６,０００出資金

−６９,６２３６９,６２３資本準備金

４８,１４５１３,９８５,４９８１４,０３３,６４４利益剰余金

６０,０００５,８４０,０００５,９００,０００利益準備金

△１１,８５４８,１４５,４９８８,１３３,６４４その他利益剰余金

−２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金

−２,４２０,０００２,４２０,０００信用事業基盤整備強化積立金

−１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金

−５６０,０００５６０,０００教育基金積立金

−５００,０００５００,０００営農施設設置運営積立金

−５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金

−６０７,７９０６０７,７９０税効果調整積立金

１,０００３７４,９７６３７５,９７６事業体制再編整備運営積立金

１０,０００９００,０００９１０,０００経営安定化積立金

△２２,８５４２５７,４４１２３４,５８７当期未処分剰余金

６,２８６△１６,２８６△１０,０００処分未済持分

７４,３１７１７,９９４,９４９１８,０６９,２６７合計

（注）剰余金処分の額を加えて記載しているため、４年度末実績は事業報告と相違します。

（３）自己資本造成計画 （単位：千円）
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財務・損益計画

貸借対照表
財務計画 （単位：千円）

資　　　　　産
４年度実績５年度計画科　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）
１９２,０１３,２７８１９４,８１８,６５５１．信用事業資産
８１２,６０１９２０,０００（１）現金

１３２,３３４,１１０１３２,２４３,８８１（２）預金
１３１,６１４,７２０１３１,４８３,８８１系統預金
７１９,３９０７６０,０００系統外預金

２０,１０５,０００２２,０００,０００（３）有価証券
１６,８００,５８０１９,９００,０００国債
１００,０１５―政府保証債
３,２０４,４０５２,１００,０００社債
３８,２３１,６９１３９,１２３,２３５（４）貸出金
７４１,７３６７４３,４００（５）その他信用事業資産
７２３,７７２７２３,４００未収収益
１７,９６３２０,０００その他の資産

△２１１,８６１△２１１,８６１（６）貸倒引当金
７,２２６８,０００２．共済事業資産

２,２７８,７５５２,２３７,３８０３．経済事業資産
１,２８８,５２３１,２７４,０３４（１）経済事業未収金
５８３,２３５５７０,８７５（２）経済受託債権
３５９,３９７３５１,６４７（３）棚卸資産
３１７,６９９３１６,１２０購買品
４１,６９７３５,５２７その他の棚卸資産
９６,６９３８９,９１８（４）その他の経済事業資産
△４９,０９３△４９,０９３（５）貸倒引当金
６８３,０４９６９４,８９８４．雑資産
４,３２０,７８８４,１９０,５０２５．固定資産
４,２９８,９１０４,１６５,６２４（１）有形固定資産
８,６８６,４０４８,７１５,９３９建物
４,１３６,７４９４,３２１,８９９機械装置
１,１５９,５０４１,１５９,５０４土地
２,３１１,１８０２,３３７,５６２その他の有形固定資産

△１１,９９４,９２８△１２,３６９,２８２減価償却累計額
２１,８７８２４,８７８（２）無形固定資産

１５,４１０,８９５１５,４１０,８９５６．外部出資
１５,４１２,９８１１５,４１２,９８１（１）外部出資
１４,７９４,３３０１４,７９４,３３０系統出資
５６８,６５１５６８,６５１系統外出資
５０,０００５０,０００子会社等出資
△２,０８６△２,０８６（２）外部出資等損失引当金
６０７,７９０６０７,７９０７．繰延税金資産

２１５,３２１,７８５２１７,９６８,１２０資産の部合計

負債及び純資産
４年度実績５年度計画科　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）
１９４,０５４,７６０１９５,２５１,４２６１．信用事業負債
１９３,０７８,４５０１９４,２８０,４１８（１）貯金

１１,３００６,６９８（２）借入金
９６５,０１０９６４,３１０（３）その他の信用事業負債
１８,３０８２６,８２４未払費用
９４６,７０１９３７,４８６その他の負債
９３２,９６８９３１,３２９２．共済事業負債
５１４,６５３５１２,８１８（１）共済資金
４０１,７２３４０１,９９０（２）未経過共済付加収入
１６,４１７１６,３２１（３）共済未払費用
１７３２００（４）その他の共済事業負債

１,４２８,６４９１,４４１,１７６３．経済事業負債
６２６,２４４６２６,８２４（１）経済事業未払金
２０１,２９２２０９,３７７（２）経済受託債務
６０１,１１１６０４,９７５（３）その他の経済事業負債
２３１,３００１９７,９５０４．設備借入金
２６７,５５２２９０,２８５５．雑負債
４７,３４４９６,００４（１）未払法人税等
３８,１５１―（２）資産除去債務
１８２,０５６１９４,２８１（３）その他の負債
１,８３９,５６３１,７８０,６０６６．諸引当金
１８６,１５８８０,６０６（１）賞与引当金
１,６４１,０２９１,７００,０００（２）退職給付引当金
１２,３７５―（３）ポイント引当金

１９８,７５４,７９４１９９,８９２,７７２負債の部合計
（ 純 資 産 の 部 ）

１８,０３０,２６０１８,０６９,２６７１．組合員資本
３,９５６,１１４３,９７６,０００（１）出資金
６９,６２３６９,６２３（２）資本準備金

１４,０２０,８０９１４,０３３,６４４（３）利益剰余金
５,７４４,９１８５,８４０,０００利益準備金
８,２７５,８９０８,１９３,６４４その他の利益剰余金
２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金
２,４２０,０００２,４２０,０００信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金
５６０,０００５６０,０００教育基金積立金
５００,０００５００,０００営農施設設置運営積立金
５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５９７,０２１６０７,７９０税効果調整積立金
３６９,６９６３７４,９７６事業体制再編整備運営積立金
７５０,０００９００,０００経営安定化積立金
５５３,８８１３０５,５８７当期未処分剰余金
２７０,５９６４８,１４６（うち当期剰余金）
△１６,２８６△１０,０００（４）処分未済持分

△１,４６３,２６９―２．評価･換算差額等
△１,４６３,２６９―（１）その他有価証券評価差額金
１６,５６６,９９１１８,０６９,２６７純資産の部合計
２１５,３２１,７８５２１７,９６８,１２０負債及び純資産の部合計
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損益計算書
（単位：千円）

●事業計画●

損益計画
４年度実績５年度計画科　　　　　目
４,１１７,９９８３,９２１,２３２１．事業総利益
１,３４２,７３４１,３１２,２００（１）信用事業収益
１,２４６,４８５１,１６７,２００資金運用収益
６１５,０５１６１０,００３うち預金利息
１２８,９３２１２５,１９７うち有価証券利息配当金
４３３,９２４４３２,０００うち貸出金利息
６８,５７７―うちその他受入利息
７４,２７８７５,０００役務取引等収益

―５０,０００その他事業直接収益
２１,９７０２０,０００その他経常収益
２２８,４４９２６７,４７９（２）信用事業費用
１９,６０４１４,４７９資金調達費用
１５,８７５１０,０１８うち貯金利息
５３０４１８うち給付補填備金繰入
３,１９９４,０４３うちその他支払利息
１９,０９８２０,０００役務取引等費用

―５０,０００その他事業直接費用
１８９,７４６１８３,０００その他経常費用
１０,５６２―うち貸倒引当金繰入額

１―うち貸出金償却
１７９,１８２１８３,０００うちその他費用
１,１１４,２８４１,０４４,７２１信用事業総利益
１,１７７,５６２１,１４５,０００（３）共済事業収益
１,０９６,８１７１,０９０,０００共済付加収入
８０,７４４５５,０００その他の収益
８６,４４２１０１,０００（４）共済事業費用
６１,８１７７０,０００共済推進費
２４,６２４３１,０００その他の費用

１,０９１,１２０１,０４４,０００共済事業総利益
４,６０１,７０１４,２６６,０３０（５）購買事業収益
４,５０２,６４０４,１８５,０３０購買品供給高
４９,９０５４６,０００購買手数料
４９,１５５３５,０００その他の収益

４,０９６,５８３３,７７１,７８６（６）購買事業費用
３,９４８,９８８３,６００,７８６購買品供給原価
１４７,５９５１７１,０００その他の費用
９,２１３―うち貸倒引当金繰入額

１３８,３８１１７１,０００うちその他費用
５０５,１１７４９４,２４４購買事業総利益
９,２９２,６３９８,９０３,１８４（７）販売事業収益
８,４１０,２２６８,０００,５９１販売品販売高
６６５,７６６７０１,０５７販売手数料
２１６,６４６２０１,５３６その他の収益
８,１７３,９４６７,８７９,７５４（８）販売事業費用
７,５９２,９２４７,２００,２２１販売品販売原価
２９９,６９４３７２,１６３販売費
２８１,３２７３０７,３７０その他の費用

９―うち貸倒引当金繰入額
２８１,３１７３０７,３７０うちその他費用
１,１１８,６９３１,０２３,４３０販売事業総利益

４年度実績５年度計画科　　　　　目
７１,３８２６０,４１９（９）保管事業収益
３７,６３６５１,８２１（１０）保管事業費用
３３,７４６８,５９８保管事業総利益
１２,３４７１２,０００（１１）加工事業収益
１１,５４４１１,０３０（１２）加工事業費用
８０２９７０加工事業総利益

７２５,２５５８２３,３４９（１３）利用事業収益
３５２,３８４４４５,０００共同乾燥施設収益
３７２,８７０３７８,３４９その他利用収益
６５３,６６３６８７,３９８（１４）利用事業費用
３００,００２３２０,０２０共同乾燥施設費用
３５３,６６１３６７,３７８その他利用費用
７１,５９２１３５,９５１利用事業総利益
１７,９１４１５,１４８（１５）宅地等供給事業収益
９,６９２８,３３６（１６）宅地等供給事業費用
８,２２１６,８１２宅地等供給事業総利益

５８０,８９１６１７,３００（１７）福祉事業収益
３２６,３１８３４９,０７７（１８）福祉事業費用
２５４,５７２２６８,２２３福祉事業総利益
１９,８１８１５,８１９（１９）指導事業収入
９９,９７２１２１,５３６（２０）指導事業支出
△８０,１５３△１０５,７１７指導事業収支差額
４,０１５,０８９４,０２５,２４４２．事業管理費
２,９８４,１２６２,９３２,９８７（１）人件費
２４７,７６３２８１,９６３（２）業務費
１４６,８９２１４２,５９６（３）諸税負担金
２４４,４３７２６２,８５２（４）施設費
３５４,３３６３６０,７９６（５）減価償却費
３７,５３２４４,０５０（６）その他事業管理費
１０２,９０９△１０４,０１２事業利益
３３９,２４６３０１,５４３３．事業外収益
８,０４６―（１）受取雑利息

２５２,０９２２４０,０００（２）受取出資配当金
４８,５２９４８,１９３（３）賃貸料
７,９２７―（４）償却債権取立益
２２,６５２１３,３５０（５）雑収入
３４,４３５３９,９００４．事業外費用
１,５２２２,０００（１）寄付金
３２,９１３３７,９００（２）雑損失
４０７,７２０１５７,６３１経常利益
１５,４７０１,０００５．特別利益
５,２７９１,０００（１）固定資産処分益
７,７８２―（２）一般補助金
２,４０８―（３）その他の特別利益
６４,５４２８,４００６．特別損失
１,１１４１,０００（１）固定資産処分損
７,７８２―（２）固定資産圧縮損
５０,２７５―（３）減損損失
５,３６９７,４００（４）その他の特別損失

３５８,６４８１５０,２３１税引前当期利益
９８,８２１１０２,０８５（１）法人税・住民税及び事業税
△１０,７６９―（２）法人税等調整額
８８,０５２１０２,０８５７．法人税等合計
２７０,５９６４８,１４６当期剰余金
２８３,２８５２５７,４４１当期首繰越剰余金
５５３,８８１３０５,５８７当期未処分剰余金
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９８

Ⅳ部門別損益計算書（計画）

１．部門別損益計算書（計画）
（単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
（１）共通管理費等
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦

（２）営農指導事業
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業合　　計区　　分

１５,５３９１,５４７,４４４１３,１５０,２６６１,１４５,０００１,３１２,２００１７,１７０,４４９①事 業 収 益

１１５,３５６１,２１６,３５５１１,５４９,０２７１０１,０００２６７,４７９１３,２４９,２１７②事 業 費 用

▲９９,８１７３３１,０８９１,６０１,２３９１,０４４,０００１,０４４,７２１３,９２１,２３２③事 業 総 利 益
（ ① － ② ）

２９３,６７２４２０,６４５１,５７９,６５１８１９,９４０９１１,３３６４,０２５,２４４④事 業 管 理 費

（３,０６５）（８,７３１）（２８７,１９６）（２９,１３７）（３２,６６７）（３６０,７９６）⑤（うち減価償却費）

（２７０,１７７）（３５９,３１１）（９６７,６１０）（６９１,６８２）（６４４,２０７）（２,９３２,９８７）⑤’（うち人件費）

２５,５６３６９,４０９３９０,９０３１５６,５９９２００,８０７⑥うち共通管理費

（５９７）（１,６２１）（９,１３３）（３,６６２）（４,７０７）⑦（うち減価償却費）

（１０,６７９）（２８,９９７）（１６３,２９８）（６５,４１５）（８３,８６２）⑦’（うち人件費）

▲３９３,４８９▲８９,５５６２１,５８８２２４,０６０１３３,３８５▲１０４,０１２⑧事 業 利 益
（ ③ － ④ ）

９,１４２２４,８２３１３９,７９２５５,９９８７１,７８８３０１,５４３⑨事 業 外 収 益

９,１４２２４,８２３１３９,７９２５５,９９８７１,７８８⑩うち共通分

１,２０９３,２８３１８,４９１７,４０９９,５０８３９,９００⑪事 業 外 費 用

１,２０９３,２８３１８,４９１７,４０９９,５０８⑫うち共通分

▲３８５,５５６▲６８,０１６１４２,８８９２７２,６４９１９５,６６５１５７,６３１⑬経 常 利 益
（⑧＋⑨－⑪）

３０７９４５５１８５２５１１,０００⑭特 別 利 益

３０７９４５５１８５２５１⑮うち共通分

２５４６８９３,８８７１,５５９２,０１１８,４００⑯特 別 損 失

２５４６８９３,８８７１,５５９２,０１１⑰うち共通分

▲３８５,７８０▲６８,６２６１３９,４５７２７１,２７５１９３,９０５１５０,２３１⑱税引前当期利益
（⑬＋⑭－⑯）

▲３８５,７８０３３,４６７１８３,６３４７４,２５８９４,４２１⑲営農指導事業分配賦額

▲１０２,０９３▲４４,１７７１９７,０１７９９,４８４１５０,２３１⑳
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益
（ ⑱ － ⑲ ）

共通管理費等

▲８４３,２８１

（▲１９,７２０）

（▲３５２,２５１）

▲３０１,５４３

▲３９,９００

▲１,０００

▲８,４００



９９

●事業計画●

（注）２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）
（単位：％）

２．専属事業損益（計画）の内訳
（単位：千円）

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

１００.００３.０３８.２３４６.３６１８.５７２３.８１共 通 管 理 費 等

１００.００８.６７４７.６０１９.２４２４.４９営 農 指 導 事 業

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

▲３８５,５５６▲６８,０１６１４２,８８９２７２,６４９１９５,６６５経常利益a
（⑬）

２,４６８７,１１０２７８,０６３２５,４７５２７,９６０減価償却費b
（⑤-⑦）

１７,６３０４７,８６９２６９,６０２１０８,０１０１３８,５２７共通管理費等c
（⑥-⑩+⑫）

▲３６５,４５８▲１３,０３７６９０,５５４４０６,１３４３６２,１５２専属事業損益
a+b+c
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１００

　ＪＡはが野は、組合員との対話に基づき、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本
目標とする創造的自己改革の実践に全力で取り組んでまいりました。
　これまでを振り返りますと、ＪＡはが野設立以降、組合員の皆様にご理解・ご協力をいただき、自己改革
の取り組みとして、パッケージセンターを中心とした直接販売への取り組み、直売所等への出荷による販路
拡大、２０支所から６支店への統廃合など、販売力の強化や経営基盤の強化を進めてくることが出来ました。
　今後とも、ＪＡはが野は、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続
可能な経営基盤の確立・強化とともに、組合員の皆様との対話を通じ、総合事業を展開してまいります。

自己改革実践の具体的な方針
１　訪問活動や懇談会などを通じ、対話を原点としてニーズを把握します。
２　「農業者の売上増加」「農業生産のコスト低減」に繋がる必要な取り組みについて、目標と実践のための
具体策を策定し、自己改革の目的である「所得の増大」を実現するとともに、「地域の活性化」に取り組み
ます。
３　自己改革の取り組みと成果については、組合員との対話を通じて評価を把握し、次の自己改革に繋げる
ことでＰＤＣＡサイクル（計画→実行→評価→改善を循環させる）を回し実践してまいります。

自己改革実践に向けた組合員の意思反映
　自己改革の実践にあたっては、評価の把握に向けた組合員への訪問活動や懇談会等による対話の他、地域
に根ざしたＪＡを目指し、准組合員モニター等の仕組みを通じ、「正組合員とともに、地域農業や地域経済の
発展を支える組合員」である准組合員の声も聴き、評価を踏まえながら必要な見直しを行い、正組合員と准
組合員が一体となったＪＡ運営の実現を目指します。
　また、農業振興の応援団でもある准組合員の事業利用にあたっては、正組合員・准組合員の利用状況を把
握した上で、自己改革の目的である「農業者の所得増大」に繋がるよう取り組みます。

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて
　管内の総人口及び農家人口は全ての市町で減少傾向となっており、５年前と比べると農家人口の減少率は
約１７.９％で、総人口の減少率３.３％を大きく上回る減少率となっております（２０２０年時点の国勢調査・農林業
センサスより）。ＪＡの販売品販売高については、直接販売の強化などに取り組んではいるものの、５年前と
比べると１２億円程度減少している状況です。
　こうした情勢の中、ＪＡはが野として現状のまま事業改革を進めなかった場合の５年後の成行きについて
シミュレーションを行ったところ、事業利益は更に減少する見込みとなりました。令和５年度の事業計画に
つきましても、令和４年度事業計画より改善したものの、事業利益は△１億４百万円であり非常に厳しい状
況となっております。赤字の主な要因としては、超低金利環境の継続等により信用・共済事業の事業利益が
減少していることや、高齢化による農業者減少により営農経済事業の取扱高が減少していることが挙げられ
ます。
　今後、販売力の強化を通じた事業伸長や効率的な施設運営を通じた費用削減により、健全で持続性のある
経営を確保することが緊急の課題となっています。

ＪＡはが野自己改革工程表 事業計画
付属資料



１０１

ＪＡはが野自己改革工程表（数値編）

農業者の所得増大・農業生産の拡大

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標実績目標

８３億８０億８２億７８億

「産地とちぎ」としての
ブランド力強化と直販事業の拡充
直接販売により、委託販売の価格にプラスした価格での販売（付加価値
を付けた）に取り組む。

所得増大効果対象者：青果物出荷者など
主要品目平均
１kgあたり（※）
委託販売価格に
＋３０円～＋１２０円

令和６年度
８３億

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標実績目標

３９０ｔ３９０ｔ４５０ｔ３９０ｔ

規格外品販売による売上増加
市場流通困難な生産物の販売に取り組むことで、農業者所得増大に繋
げる。

所得増大効果対象者：青果物出荷者など

１kgあたり（※）
規格外品　１２０円～２４０円
加工向け　３０円～８０円

令和６年度
３９０ｔ

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標実績目標

５,１５０袋５,１００袋９,９５９袋５,０５０袋

大型規格農薬・肥料満車直送の普及拡大による、
生産資材価格の引き下げ

コスト低減効果対象者：大型規格購入者など
１kgあたり

予約購入時　平均
１０kg剤　１１８円
４０kg剤　５１１円

令和６年度
５,１５０袋

（※）直販事業の拡充及び規格外品販売における金額につきましては、流通経費等を除き試算しております。

対話・意思反映

令和５年度
計画

令和４年度
実績

令和４年度
計画

１８０人１６１人１８０人

２回１回２回

２５人２５人２５人

項　目

担い手サポートデーによる組合員との対話活動

懇談会（組合員と語る夕べ・支店別組合員懇談会）等

准組合員モニター制度

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標実績目標
稼働に合わせ
一次集荷所化

稼働に合わせ
一次集荷所化―再編

検討
稼働に合わせ

移行
稼働に合わせ

移行―再編
検討

経営基盤の確立・強化
○農業関連施設の再編

ＪＡ全農とちぎの広域集出荷施設稼働に合わ
せ一次集荷所化（７集荷所を５集荷所に集約）令和５年度

ＪＡ全農とちぎの広域集出荷施設稼働に合わ
せ４パッケージセンター機能を移行令和５年度
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第 号議案号議案第 号議案

　

444

１０３

令和５年度理事及び監事の報酬について
１．昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮して、
令和５年度における理事の報酬は総額６３,０１２千円（前年度計画６３,０１２千円）以
内とし、各理事の報酬額、支給方法などについてはその範囲内において理事会
に一任する。
　なお、理事は３１名。

２．昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮して、
令和５年度における監事の報酬は総額１５,９４７千円（前年度計画１５,９４７千円）以
内とし、各監事の報酬額、支給方法などについてはその範囲内において監事会
に一任する。
　なお、監事は８名（うち員外監事１名）。

上記金額には一般財団法人 全国農林漁業団体共済会の掛金を含む。
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55

66

１０４

●事業計画●



一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所からの脱退について
　当組合が県域を代表し社員（構成員）として加入していた、ＪＡバンクに係る
苦情等の解決支援機関である、一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談
所の社員（構成員）を脱退するものであります。

一般社団法人ジェイエイバンク支援協会からの脱退について
　当組合が県域を代表し会員（構成員）として加入していた、農協系信用事業の
効率化及び健全な運営の確保を図ることを支援し、もって地域農業及び地域経済
の発展に寄与することを目的とした、一般社団法人ジェイエイバンク支援協会の
会員（構成員）を脱退するものであります。

第 号議案号議案第 号議案

第 号議案号議案第 号議案

555

666
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１０６

「ＪＡバンク基本方針」の変更について
　定款第４０条第２号の定めにより、信用事業再編強化法第４条の規定に基づき農林中央金庫が定める「ＪＡ
バンク基本方針」の内容（概要）を以下のとおり報告いたします。

１　「ＪＡバンク基本方針」について

（１）組合員・利用者の皆様に便利・安心なＪＡバンクをご利用いただくため、「ＪＡバンク基本方針」（以
下「基本方針」という）では、高度な金融サービスを提供するための一体的事業運営の取組みとＪＡ
バンクの健全性を確保するための破綻未然防止の取組み（以下「ＪＡバンクシステム」という）を定
めています。

（２）一体的事業運営の取組みとして、ＪＡバンクは、全国どこでも、良質で高度な金融サービスの提供を
行うこととしています。

（３）また、破綻未然防止の取組みとして、ＪＡ・信連（以下「ＪＡ等」という）が農林中央金庫（以下
「農林中金」という）に経営管理資料を提出し、財務内容等が一定の基準に抵触した場合には、経営
改善を行うこととしています。

（４）なお、ＪＡ等による経営改善に向けた取組みを支援するため、ＪＡ等が資金拠出したＪＡバンク支援
基金から、必要に応じ、資本注入等の支援を行うこととしています。

（５）基本方針は、金融情勢の変化、ＪＡ等の経営状況等を踏まえ、毎年検証を行い、必要に応じて変更を
行うこととしています。

２　２０２３年３月１６日変更の主な内容
　２０２３年３月１６日開催の農林中金臨時総代会において、基本方針の変更が承認され、同日より実施されま
した。
　ＪＡバンク会員が、厳しさを増す経営環境のなかで、経営の持続性を確保し、健全な金融機関として信
頼性を維持していくため、主に以下のとおり変更されました。

（１）健全性維持に向けた対応
　ＪＡバンク会員が、金融機関として必要な内部管理態勢を統一的な水準で確保し、ＪＡバンクシステ
ムの健全性を維持するため、以下ａ～ｃについてＪＡバンク基本方針に定める。

ａ　「ＪＡバンク会員の役割等」に、農林中金は「内部管理態勢の構築にかかる指針」を樹立する旨を
定める。

ｂ　「ＪＡバンク会員の責務」に、ＪＡ・信連は、「内部管理態勢の構築にかかる指針」に基づき、法
令等を遵守のうえ、金融機関として必要な内部管理態勢を全国どこでも統一的な水準で確保する旨
を定める。

ｃ　レベル格付指定基準（業務執行体制）に、「ＪＡ・信連に関連する業務において役員が金融商品取
引法に違反した場合」を追加する。

以　上

定款第４０条第２号に基づく報告事項



あ　す　の　大　地　に

協　同　と　は

─ 農業協同組合歌 ─

1
ここにみどりの　朝があり
あふれる風が　風がある
いのちの炎を　かきたてて
あすの大地に　生きようよ
こころをつなぐ　協同の
のぞみの歌よ　鳴りひびけ

2
ここにひかりの　空があり
息づく土が　土がある
ゆたかな生活を　支えあい
たえぬほほえみ　かわそうよ
のびゆくつどい　協同の
みのりの歌よ　高らかに

3
ここに芽ばえの　夢があり
理想の道が　道がある
したたる汗を　手のひらに
おなじよろこび　にぎろうよ
明日を拓く　協同の
ちからの歌よ　永遠に

この絵は

身勝手にふるまうよりも

力をあわせることの

大切さを

教えています

協同活動は

このように

ひとり　ひとりの組合員が

手をつなぐことによって

はじまっています



お得な情報の他
施設臨時稼働などを
リアルタイムで配信！

お得な情報の他
施設臨時稼働などを
リアルタイムで配信！

イベント情報や
営農情報等を
随時配信！

イベント情報や
営農情報等を
随時配信！

LINE公式
アカウント
LINE公式
アカウント

公式
ホームページ
公式
ホームページ

栃木県真岡市八条95番地
TEL：0285-83-7701




